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平成20年2月6日
都道府県医師会

　担当理事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本医師会　　璽1醗集聾

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常任理事　内

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　装ヨ雄臣

r特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準の施行について」、

及びr特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準に基づく関連

告示の公布について」の送付について

時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。

　さて、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準が、平成19年

12，月28目に公布され、平成20年4月1目から施行することとされました。

　今般、別添のとおり、平成20年1月17目付で厚生労働省保険局長より、

都道府県知事等宛てに、　r特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準

の施行について」通知が出され、併せて厚生労働省保険局総務課医療費適正化

対策推進室より都道府県医療構造改革担当部局宛てに、　r特定健康診査及び特

定保健指導の実施に関する基準に基づく関連告示の公布について」の事務連絡

がなされました。本会に対しましても、周知、協力方依頼がありましたので、

それぞれ官報と併せてお送りいたします。

　つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知の上、貴会管下郡

市区医師会への周知方、よろしくご高配のほどお願い申し上げます。

　なお、本通知等につきましては、目医ホームページに掲載する予定でありま

すことを申し添えます。
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特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準の施行について

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労働省令第157

号。以下「実施基準」という。）が平成19年12月28目に公布され、平成20年4月

1目から施行することとされたところであるが、この実施基準の趣旨及び内容は下記のと

おりであるので、貴都道府県内の市町村等に周知徹底を図られたい。

記

第一　実施基準の趣旨

　本実施基準は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号。以下r法」

という。）の規定に基づき、及び同法を実施するため、必要な規定を定めるものである

こと。

第二　実施基準の内容

一　特定健康診査の項目（実施基準第1条関係）

　1　保険者は、毎年度、当該年度の4月1目における加入者であって、当該年度にお

　　いて40歳以上74歳以下の年齢に達するもの（妊産婦その他の厚生労働大臣が定

　　める者を除く。）に対し、特定健康診査等実施計画に基づき、以下の（1）～（10）の項

　　目について、特定健康診査を行うものとすること。
（1）

（2）

（3）

（4）

　※
（5）

（6）

（7）

下r血中脂質検査」

既往歴の調査（服薬歴及び喫煙習慣の状況に係る調査を含む。）

自覚症状及び他覚症状の有無の検査

身長、体重及び腹囲の検査

BM　Iの測定

BM　I・＝体重（kg）÷身長（m）2

血圧の測定

GOT、G　PT及びγ一GT　Pの検査似下r肝機能検査」という。）

中性脂肪、HD　Lコレステロール及びL　D　Lコレステロールの量の検査（以

　　　　　　　という。）



　（8）血糖検査

　（9）　尿中の糖及び蛋白の有無の検査（以下r尿検査」という。）

　（10）　上記（1）～（9）に掲げる項目のほか、厚生労働大臣が定める項目について厚生

　　労働大臣が定める基準に基づき医師が必要と認めるときに行うもの

2　腹囲の検査については、厚生労働大臣が定める基準に基づき医師が必要でないと

認めるときは、省略可とすること。

3　保険者は、腹囲の検査に代えて、内臓脂肪の面積の測定を行うことができ、この

場合、腹囲の検査を行ったものとみなすこと。

4　医師は、一の1の（10）の項目を実施する場合、この項目の対象となる者にその項

　目を実施する理由を明らかにするとともに、保険者にその項目を実施した後その理

　由を明らかにしなければならないこと。

二　他の法令に基づく健康診断との関係（実施基準第2条関係）

　労働安全衛生法その他の法令に基づき特定健康診査を実施した年度と同年度におい

て加入者が次の（1）～（10）の項目について健康診断を受けた場合であって、その事実を

保険者が確認した場合、保険者はその加入者に対し特定健康診査の全部又は一部を行

ったものとみなすこと。

（1）　既往歴の調査（服薬歴及び喫煙習慣の状況に係る調査を含む。）

（2）　自覚症状及び他覚症状の有無の検査

（3）　身長、体重及び腹囲の検査

（4）　血圧の測定

（5）　血色素彙及び赤血球数の検査

（6）　肝機能検査

（7）　血中脂質検査

（8）　血糖検査

（9）尿検査

（10）　心電図検査

三　特定健康診査の結果等の通知（実施基準第3条関係）

　1　保険者は、特定健康診査を受けた加入者に対し、特定健康診査の結果を通知する

　　に当たっては、その特定健康診査の結果に加えて、その加入者が自らの健康状態を

　　自覚し、健康な生活習慣の重要性に対する関心と理解を深めるために必要な情報を

　　提供しなければならないこと。

　2　保険者は三の1の通知及び情報の提供に関する事務を、特定健康診査を実施した

　　機関に委託することができること。

四　特定保健指導の対象者（実施基準第4条関係）

　1　特定保健指導の対象者は、特定健康診査の結果、腹囲が85cm以上の男性若しく

　　は90cm以上の女性又は腹囲が85cm未満の男性若しくは90cm未満の女性であっ

　　てBMIが25以上の者のうち、次の（1）～（3）のいずれかに該当するもの（高血圧



　症、脂質異常症又は糖尿病の治療に係る薬剤を服用している者を除く。）とするこ

　と。

　（1）血圧の測定の結果が厚生労働大臣が定める基準に該当する者

　（2）　中性脂肪又はHD　Lコレステロールの量が厚生労働大臣が定める基準に該当

　　する者

　（3）　血糖検査の結果が厚生労働大臣が定める基準に該当する者

2　腹囲の測定に代えて内臓脂肪の面積の測定を行う場合、四の1中r腹囲が85cm

以上の男性若しくは90cm以上の女性又は腹囲が85cm未満の男性若しくは90cm

未満の女性であってBM　Iが25以上の者」とあるのはr内臓脂肪の面積が100
cm2 ﾈ上の者又は内臓脂肪の面積が100cm2未満の者であってBM　Iが25以上の
者」とすること。

五　保健指導に関する専門的知識及び技術を有する者（実施基準第5条関係）

　保健指導に関する専門的知識及び技術を有する者は、医師、保健師、管理栄養士とす

ること。

六　特定保健指導の実施方法（実施基準第6条関係）

　保険者は、四の特定保健指導対象者に対し、特定健康診査等実施計画に基づき、動機

付け支援又は積極的支援により特定保健指導を行うものとすること。

七　動機付け支援（実施基準第7条関係）

　1　動機付け支援とは、動機付け支援対象者が自らの健康状態を自覚し、生活習慣の

　　改善に係る自主的な取組の実施に資することを目的として、次の（1）～（3）の要件の

　　いずれも満たすものであって、厚生労働大臣が定める方法により行う保健指導をい

　　うこと。

　　（1）　動機付け支援対象者が、医師、保健師又は管理栄養士の面接による指導の下

　　　に行動計画を策定すること

　　（2）　医師、保健師、管理栄養士又は食生活の改善指導若しくは運動指導に関する

　　　専門的知識及び技術を有する者として厚生労働大臣が定めるものが、動機付け支

　　　援対象者に対し、生活習慣の改善のための取組にかかる動機付けに関する支援を

　　　行うこと

　　（3）　動機付け支援対象者及び七の1の（1）の面接による指導を行った者が、行動計

　　　画の策定の目から6ヶ月以上経過後に、行動計画の実績に関する評価を行うこと。

　2　動機付け支援対象者は、次の（1）～（4）に掲げる者とすること。

　　（1）腹囲が85cm以上の男性又は90cm以上の女性であって、四の1の（1）～（3）

　　　のいずれかに1つのみに該当する者（八の2の（2）に該当する者を除く。）

　　（2）　腹囲が85cm未満の男性又は90cm未満の女性であって、BM　Iが25以上

　　　の者のうち、四の1の（1）～（3）のいずれかに2つのみに該当する者（八の2の（4）

　　　に該当する者を除く。）

　　（3）腹囲が85cm未満の男性又は90cm未満の女性であって、BM　Iが25以上



　の者のうち、四の1の（1）～（3）のいずれかに1つのみに該当する者

（4）　特定健康診査を実施する年度において65歳以上74歳以下の年齢に達する

者のうち、次のア～エに掲げるもの

　ア　腹囲が85cm以上の男性又は90cm以上の女1生であって、四の1の（1）～（3）

　　のいずれか2つ以上に該当する者

イ　腹囲が85cm以上の男性又は90cm以上の女性であって、四の1の（1）～（3）

　　のいずれか1つのみに該当し、かつ、特定健康診査の結果、喫煙習慣があると

　認められた者

　ウ　腹囲が85cm未満の男性又は90cm未満の女1生であって、BM　Iが25以上

　　の者のうち、四の1の（1）～（3）のいずれにも該当するもの

工　腹囲が85cm未満の男性又は90cm未満の女性であって、BM　Iが25以上
　　の者のうち、四の1の（1）～（3）のいずれか2つのみに該当し、かっ、特定健康

　診査の結果、喫煙習慣があると認められたもの

八　積極的支援（実施基準第八条関係）

　1　積極的支援とは、積極的支援対象が自らの健康状態を自覚し、生活習慣の改善に

　　係る自主的な取組の継続的な実施に資することを目的として、次の（1）～（4）の要件

　　のいずれも満たすものであって、厚生労働大臣が定める方法により行う保健指導を

　　いうこと。

　　（1）積極的支援対象者が、医師、保健師又は管理栄養士の面接による指導の下に

　　　行動計画を策定すること。

　　（2）　医師、保健師又は管理栄養士又は食生活の改善指導若しくは運動指導に関す

　　　る専門的知識及び技術を有すると認められる者として厚生労働大臣が定めるもの

　　　が、積極的支援対象者に対し、生活習慣の改善のための取組に資する働きかけに

　　　関する支援を相当な期間継続して行うこと。

　　（3）積極的支援対象者及び八の1の（1）の面接による指導を行った者が、行動計画

　　　の進捗状況に関する評価を行うこと。

　　（4）積極的支援対象者及び八の1の（1）の面接による指導を行った者が、行動計画

　　　の策定の目から6ヶ月以上経過後に、行動計画の実績に関する評価を行うこと。

　2　積極的支援対象者は、次の（1）～（4）に掲げる者（積極的支援を実施する年度にお

　　いて65歳以上74歳以下の年齢に達する者を除く。）とする。

　　（1）腹囲が85cm以上の男性又は90cm以上の女性であって、四の1の（1）～（3）

　　　のいずれか2つ以上に該当する者

　　（2）腹囲が85cm以上の男性又は90cm以上の女性であって、四の1の（1）～（3）

　　　のいずれか1つのみに該当し、かっ、特定健康診査の結果、喫煙習慣があると認

　　　められた者

　　（3）腹囲が85cln未満の男性又は腹囲が90cm未満の女性であってBM　Iが25

　　　以上の者のうち、四の1の（1）～（3）のいずれにも該当する者

　　（4）腹囲が85cm未満である男性又は90cm未満である女性であってBM　Iが2

　　　5以上の者のうち、四の1の（1）～（3）のいずれか2つのみに該当し、かっ、特定



　　健康診査の結果、喫煙習慣があると認められた者

3　四の2の規定は、八の2の規定の適用について準用する。

九　その他の保健指導（実施基準第9条関係）

　保険者は、特定健康診査の結果その他の事情により、加入者の健康の保持増進のため

に必要があると認められるときは、七、八の規定にかかわらず、加入者に適切な保健指

導を行うよう努めるものとすること。

十　特定健康診査及び特定保健指導に関する記録の保存（実施基準第10条関係）

　1　保険者は、特定健康診査及び特定保健指導に関する記録を電磁的方法により作成

　　し、その記録の作成日から5年を経過するまでの期間又は加入者が他の保険者の加

　　入者となった目の年度の翌年度の末日までの期間のうちいずれか短い期間、その記

　　録を保存しなければならない。

　2　保険者は、十の1の作成及び保存に関する事務の全部又は一部を、その事務を適

　　切かつ円滑に遂行し得る能力のある者に委託することができる。

十一　特定健康診査等に要した費用の請求（実施基準第11条関係）

　1　他の保険者の加入者に係る特定健康診査又は特定保健指導（以下r特定健康診査

　　等」という。）を行った保険者が、特定健康診査等を受けた他の保険者の加入者に

　　請求することができる費用額は、保険者が、保険者の加入者に行う特定健康診査等

　　に要する費用の額を勘案して合理的であると認められる範囲内において定めた額と

　　すること。

　2　特定健康診査に要する費用として相当額の支給を受けようとする加入者（労働安

　　全衛生法その他の法令に基づき行われる特定健康診査に相当する健康診断を受けた

　　加入者又は受けることができる加入者を除く。）又は特定保健指導に要する費用と

　　して相当な額の支給を受けようとする加入者は、次の（1）～（6）の事項を記載した申

　　請書をその加入者が加入する保険者に提出しなければならないこと。

　　（1）　医療保険各法による被保険者証（日雇特例被保険者手帳（健康保険印紙をは

　　　り付けるべき余白のあるものに限る。）及び被扶養者証を含む。）、組合員証又は

　　　加入者証の記号及び番号

　　（2）　特定健康診査等を受けた者の氏名及び生年月目

　　（3）　特定健康診査等を実施した保険者の保険者番号及び名称

　　（4）　特定健康診査等を受けた病院、診療所その他の者の名称及び所在地又は氏名

　　　及び住所

　　（5）　特定健康診査を受けた年月日又は特定保健指導を受けた年月日及び期間

　　（6）　特定健康診査等に要した費用額

　3　十一の2の申請書には、十一の2の（6）の費用額を証する書類を添付しなければ

　　ならないこと。

十二　特定健康診査等の記録の送付（実施基準第12条関係）



　他の保険者の加入者に特定健康診査等を行った保険者は、その特定健康診査等の記録

をその特定健康診査等を受けた者が現に加入する他の保険者に送付するに当たっては、

電磁的方法により作成された、その特定健康診査等に関する記録を記録した光ディスク

又はフレキシブルディスク（以下r光ディスク等」という。）を送付する方法により行

うものとすること。

十三　他の保険者が行う記録の写しの提供（実施基準第13条関係）

　1　特定健康診査等に関する記録の写しの提供を求められた他の保険者は、その記録

　　の写しを提供するに当たっては、あらかじめ、地の保険者の加入者であった者に対

　　し、記録の写しを提供する趣旨及び提供される記録の写しの内容の説明を行い、か

　　つ、他の保険者の加入者であった者の同意を得なければならないこと。ただし、そ

　　の記録の写しの提供を求めた保険者において説明を行い、他の保険者の加入者であ

　　つた者の同意を得たことが確認できたときは、この限りではないこと。

　2　特定健康診査等に関する記録の写しの提供を求められた他の保険者は、その記録

　　の写しを提供するに当たっては、電磁的方法により作成された、その特定健康診査

　　等に関する記録を記録した光ディスク等を送付する方法その他の適切な方法により

　　行うものとすること。

十四　事業者等が行う記録の写しの提供（実施基準第14条関係）

　1　保険者が、加入者を使用している事業者等又は使用していた事業者等に対して提

　　供を求めることができる健康診断に関する記録の写しは、二の（1）～（10）に掲げる

　　項目に関する記録の写しとすること。

　2　健康診断に関する記録の写しの提供を求められた事業者等は、その記録の写しを

　　提供するに当たっては、電磁的方法により作成された健康診断に関する記録を記録

　　した光ディスク等を送付する方法その他の適切な方法により行うものとすること。

十五　記録等の提供に要する費用の支払（実施基準第15条関係）

　他の保険者又は事業者等は、十三、十四により記録の写しを提供したときは、その記

録の写しの提供を求めた保険者から、現にその記録の写しの提供に要した費用の額の支

払を受けることができること。

十六　特定健康診査等の委託（実施基準第16条関係）

　1　保険者は、特定健康診査及び特定保健指導の実施を委託する場合には、特定健康

　　診査及び特定保健指導を円滑かつ効率的に実施する観点から適当である者として厚

　　生労働大臣が定めるものに委託しなければならないこと。

　2　保険者が特定健康診査及び特定保健指導の受託者に対し提供することができる情

　　報は、十により保存している特定健康診査及び特定保健指導に関する記録その他必

　　要な情報とすること。

　3　保険者が十六の1により特定健康診査及び特定保健指導の実施を委託する場合

　　に、保険者に代わり特定健康診査及び特定保健指導の実施に要した費用の請求の受



付、その費用の支払並びにこれらに附帯する事務を行うことができる者は、特定健

康診査及び特定保健指導に係る情報の漏えいの防止、その事務の円滑な実施を図る

観点から適当である者として厚生労働大臣が定めるものとすること。

十七　雑則（実施基準第17条関係）

　この実施基準に定めるもののほか、特定健康診査及び特定保健指導の実施に係る施設

及び運営に関する事項、記録の保存に関する事項その他の特定健康診査及び特定保健指

導の実施について必要な細則は、厚生労働大臣が定めること。

十八　その他（附則第1、2条関係）

　1　この実施基準の施行期日は、平成20年4月1目とすること。

　2　この実施基準の施行目から平成25年3月31目までの間は、七の1の（1）及び

　　八の1の（1）中r又は管理栄養士」とあるのはr、管理栄養士又は保健指導に関す

　　る一定の実務の経験を有する看護師」と、七の1の（2）及び八の1の（2）中「管理栄

　　養士」とあるのはr管理栄養士、保健指導に関する一定の実務の経験を有する看護

　　師」とすること。
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（
揮
生
労
働
省
の
所
管
す
る
法
令
の
規
定
に
基
づ
く
民
間
事
業
者
等
が
行
う
書
面
の
保
亦
簿
に
お
け
る
情
報
通
信
の

　
技
術
の
利
用
に
閲
す
る
省
令
の
一
部
改
正
）

墾
、
蘂
塁
労
働
省
の
所
写
る
法
令
の
袈
基
づ
く
爵
馨
禁
行
う
書
面
の
保
奪
に
お
け
る
情
鐙

　
儒
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
省
令
（
平
成
十
七
年
厚
生
労
働
省
令
第
四
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
．

裂
第
一
の
騨
の
鐸
定
化
学
蜜
馨
予
防
蛋
昭
和
四
＋
七
年
労
働
省
霧
一
二
＋
毒
）
の
項
中
關
国

八
条
の
十
の
規
定
に
よ
る
記
録
の
保
存

に
改
め
る
。

』
を

　　『
第
三
十
八
条
の
十
七
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
る
記
録
の
保
存

第
三
十
八
条
の
十
八
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
る
記
録
の
保
存

別
表
第
二
の
表
特
定
化
学
物
質
障
害
予
防
親
則
の
項
中
「

八
の
十
七
第
一
項
策
三
号
の
規
定
に
よ
る
記
録

八
の
十
八
傭
一
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
る
記
録

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
』

第
三
＋
八
条
の
＋
の
規
定
に
よ
嘩
【
關

に
改
め
る
。

　
　
　
附
層
則

　
　
（
施
行
期
日
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
．

第
一
条
こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
年
三
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
》
第
二
集
中
様
式
第
二
十
爾
号
の
七
の
改

　
正
規
定
は
、
同
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

　
　
（
第
二
類
物
質
の
製
造
等
に
係
る
設
備
に
関
す
る
経
過
措
澱
）
．

第
二
条
　
労
働
安
全
衛
生
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
壮
年
政
令
第
三
百
十
八
号
）
別
表
第
三
第
二
号
3
1
の
2
に
掲
げ
る
物

　
又
は
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
特
定
化
学
物
質
障
害
予
防
規
則
（
以
下
「
新
特
化
則
」
と
い
う
・
）
別
表
第
一

　
錦
三
十
一
号
の
二
に
掲
げ
る
物
（
以
下
「
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド
簿
」
と
い
う
。
）
を
製
造
し
、
又
は
取
り
扱
う
設
備
で
・

　
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
存
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
一
年
二
月
二
十
八
日
ま
で
の
問
は
、
新
特
化
則

・
錆
四
条
及
び
第
五
条
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
．

　
（
一
．
三
一
ブ
タ
ジ
エ
ン
等
に
関
す
る
経
過
措
置
）
．

第
三
条
　
一
．
三
ー
ブ
タ
ジ
エ
ン
又
は
一
．
三
重
ブ
タ
ジ
エ
ン
を
そ
の
重
量
の
一
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
て
含
有
す
る
製

　
剤
そ
の
他
の
物
を
製
造
し
、
若
し
く
は
取
り
扱
う
設
備
か
ら
賦
料
を
採
取
し
、
又
は
当
該
設
備
の
保
嘗
点
検
を
行
う

　
作
業
場
所
で
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
存
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
十
一
年
二
月
二
十
八
日
ま
で
の
問

　
は
、
新
特
化
則
第
三
十
八
条
の
十
七
第
一
項
第
一
号
の
規
定
は
、
適
用
し
な
“
。

　
（
硫
酸
ジ
エ
チ
ル
郷
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
四
条
　
硫
酸
ジ
エ
チ
ル
又
は
硫
酸
ジ
エ
チ
ル
を
そ
の
重
鼠
の
一
パ
ー
セ
ン
ト
を
超
え
て
含
有
す
る
製
剤
そ
の
他
の
物

　
を
触
媒
と
し
て
取
り
扱
う
作
業
を
行
う
作
業
場
所
で
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
存
す
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
平

　
成
二
十
一
年
二
月
二
十
八
日
ま
で
の
間
は
、
新
特
化
則
第
三
十
八
条
の
十
八
第
一
項
第
一
号
の
規
定
は
、
適
用
し
な

　
い
。

　
（
計
画
の
届
出
に
関
す
る
経
過
推
認
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・
　
　
　
　
．

第
五
条
　
労
働
安
全
衛
生
規
則
第
八
十
六
条
第
一
項
及
び
労
働
安
全
衛
生
法
（
昭
和
四
十
七
年
法
雑
踏
五
十
七
号
）
第

　
八
十
八
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
一
項
の
規
定
は
、
平
成
二
十
年
六
月
一
日
前
に
労
働
安
全
衛
生
規
則

　
別
表
第
七
の
十
六
の
項
苦
し
く
は
十
八
の
項
の
上
欄
に
揚
げ
る
機
械
等
で
あ
っ
て
、
ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ド
等
に
係
る

　
も
の
又
は
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
労
働
安
全
衛
生
規
則
別
表
第
七
の
二
十
の
二
の
項
若
し
く
は
二
十
の
三

　
の
項
の
上
欄
に
掲
げ
る
機
械
等
を
設
置
し
、
若
し
く
は
移
転
し
、
又
は
こ
れ
ら
の
主
要
構
造
部
分
を
変
更
し
よ
う
と

　
す
る
場
合
に
は
、
適
用
し
な
い
。

O
厚
生
労
働
省
令
第
百
五
十
六
号

　
食
品
衛
生
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
彿
第
二
百
三
十
三
号
）

第
十
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
食
品
衛
生
法
施
行
規
則
の
幅

部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
．

　
平
成
十
九
年
十
二
月
二
十
八
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
爆
生
労
働
大
臣
　
舛
添
　
要
一

　
　
・
食
品
衛
生
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

　
食
品
衛
生
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
・
十
三
年
爆
生
省
令
第

二
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
別
表
第
一
中
第
三
百
六
十
九
号
を
第
三
百
七
十
号
と

し
、
第
二
百
四
十
四
号
か
ら
第
三
百
六
十
八
号
ま
で
を
一

号
ず
つ
繰
り
下
げ
、
第
二
百
四
十
三
号
の
次
に
次
の
一
号

を
加
え
る
。

　
二
百
四
十
四
　
ネ
オ
チ
ー
ム

　
　
　
附
　
則

　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

O
厚
生
労
働
省
令
第
百
五
十
七
号

　
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
籍
（
昭
和
五
十
七

年
法
律
鋸
八
十
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
及
び
同
法
を
契

施
す
る
た
め
、
特
定
健
康
診
壷
及
び
特
定
保
健
指
導
の
実

施
に
関
す
る
基
準
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

　
平
成
十
九
年
十
二
月
二
十
八
口

　
　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
　
舛
添
　
要
一

　
　
　
特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
の
実
施
に
関

　
　
　
す
る
基
準

　
（
特
定
健
康
診
査
の
項
且
）

第
一
条
　
保
険
者
は
、
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る

　
法
線
へ
昭
和
五
十
七
年
法
律
第
八
十
号
。
以
下
「
法
」

　
と
い
う
。
）
第
二
十
条
の
規
定
に
よ
り
、
毎
年
度
、
当
該

　
年
度
の
四
月
一
日
に
お
け
る
加
入
者
で
あ
っ
て
、
当
該

年
度
に
お
い
て
四
十
歳
以
上
七
十
四
歳
以
下
の
年
齢
に

達
す
る
も
の
（
妊
産
婦
そ
の
他
の
厚
生
労
働
大
臣
が
定

め
る
者
を
除
く
．
）
に
対
し
、
特
定
健
康
診
査
等
実
施
計

　
画
（
法
弟
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
．
特
定
健
康
診
査

簿
実
施
計
画
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
基
づ
き
、
次
の

項
目
に
つ
い
て
、
特
定
健
康
診
査
（
法
弟
十
八
条
第
一

項
に
規
定
す
る
特
定
健
康
診
査
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）

を
行
う
も
の
と
す
る
。

　
一
　
既
往
歴
の
副
査
（
服
薬
歴
及
び
喫
煙
習
慣
の
状
況

　
　
に
係
る
調
査
を
含
む
。
）

二
　
自
覚
症
状
及
び
他
覚
症
状
の
有
無
の
検
査

三
　
身
長
、
体
重
及
び
腹
囲
の
検
査

四
　
B
M
I
（
次
の
算
式
に
よ
り
算
出
し
た
偵
を
い
う
。

　
　
以
下
同
じ
。
）
の
測
定

　
　
　
㎝
ζ
一
翻
書
臨
（
凝
）
小
即
巾
（
ヨ
〉
”

　
　
　
　
　
　
　
第
一
項
第
三
号
の
規
定
に
よ
る
腹
囲
の

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ぐ
う

　
検
査
に
代
え
て
、
内
臓
脂
肪
（
腹
腔
内
の
腸
間
膜
．
大

　
網
等
に
存
在
す
る
脂
肪
細
胞
内
に
貯
蔵
さ
れ
た
脂
肪
を

　
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
面
積
の
測
定
を
行
う
こ
と
が
で

　
き
る
．
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
保
険
者
は
、
向
傷

■
の
規
定
に
よ
る
腹
囲
の
検
査
を
行
っ
た
も
の
と
み
な

　
す
．

　
施
す
る
場
合
に
は
、
当
該
項
目
の
対
象
と
な
る
音
に
対

　
し
当
腹
項
目
を
実
施
す
る
前
に
そ
の
理
由
を
明
ら
か
に

　
す
る
と
と
も
に
、
保
険
春
に
対
し
当
該
項
目
を
実
施
し

　
た
後
に
そ
の
理
由
を
明
ら
か
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

　
い
。

　
（
他
の
法
令
に
基
づ
く
健
康
診
断
と
の
関
係
）

　
十
七
号
）
ぞ
の
他
の
法
令
に
基
づ
き
特
定
健
康
診
査
を

　
実
施
し
た
年
度
と
同
年
度
に
お
い
て
加
入
音
が
次
の
項

　
目
に
つ
い
て
健
康
診
断
を
受
け
た
場
合
で
あ
っ
て
、
当

　
該
事
実
を
保
険
者
が
確
認
し
た
場
合
に
は
、
法
第
二
十

　
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
当
該
保
険
者
は
当
該
加

　
入
者
に
対
し
特
定
健
康
診
梵
の
全
部
又
は
一
部
を
行
っ

　
た
も
の
と
み
な
す
。

4
　
医
師
は
、
第
一
項
第
十
号
の
規
定
に
よ
る
項
目
を
実

第
二
条
　
労
働
安
全
衛
生
法
（
昭
和
四
十
七
年
法
紐
第
五

　
五
　
血
圧
の
測
定

　
六
　
血
澗
グ
ル
タ
ミ
ッ
ク
オ
キ
サ
ロ
ア
セ
チ
ッ
ク
ト
ラ

　
　
ン
ス
ア
ミ
ナ
ー
ゼ
（
G
O
T
）
、
血
清
グ
ル
タ
ミ
ッ

　
　
ク
ピ
ル
ビ
ッ
ク
ト
ラ
ン
ス
ア
ミ
ナ
ー
ゼ
（
G
P
T
）

　
　
及
び
ガ
ン
マ
ー
グ
ル
タ
ミ
ル
ト
ラ
ン
ス
ペ
ブ
チ
ダ
ー

　
　
ゼ
（
γ
一
G
T
P
）
の
検
査
（
以
下
『
肝
機
能
検
査
」

　
　
と
い
う
．
）

　
七
　
血
清
ト
リ
グ
リ
セ
ラ
イ
ド
（
中
性
脂
肪
）
、
高
比

　
　
　
　
　
た
ん

　
　
重
り
ポ
蛋
白
コ
レ
ス
テ
ロ
薯
ル
（
H
D
L
コ
レ
ス
テ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
た
ん

　
　
ロ
ー
ル
）
及
び
低
比
重
リ
ポ
蛋
白
コ
レ
ス
テ
ロ
ー
ル

　
　
　
（
L
D
L
コ
レ
ス
テ
ロ
ー
ル
）
の
量
の
検
査
（
以
下

　
　
「
血
中
脂
質
検
査
」
と
い
う
。
）

　
八
　
血
糖
検
査

　
　
　
　
　
　
　
　
　
た
ん

　
九
尿
中
の
糖
及
び
蛋
白
の
有
無
の
検
査
（
以
下
「
尿

　
　
検
査
」
と
い
う
。
）

　
十
　
前
各
号
に
摘
げ
る
も
の
の
ほ
か
、
．
隊
生
労
働
大
臣

　
　
が
定
め
る
項
目
に
つ
い
て
原
生
労
働
大
臣
が
定
め
る

　
　
基
準
に
基
づ
き
医
師
が
必
要
と
認
め
る
と
き
に
行
う

　
　
も
の

2
　
荊
項
第
三
号
に
掴
げ
る
項
E
の
う
ち
、
腹
囲
の
検
査

・
に
つ
い
て
は
、
原
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基
準
に
基
づ

　
き
塚
師
が
必
要
で
な
い
と
細
め
る
と
き
は
、
省
略
す
る

　
こ
と
が
で
き
る
。

3
　
保
険
者
は
、
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一
　
既
往
歴
の
調
査
（
服
藁
歴
及
び
喫
煙
轡
慣
の
状
況

に
係
る
綱
査
を
含
む
．
）

十九八七六五四三二

自
覚
症
状
及
び
他
覚
症
状
の
有
無
の
検
査

身
長
、
体
重
及
び
腹
囲
の
検
査

血
圧
の
測
定

血
色
素
燃
及
び
赤
血
球
数
の
検
査

肝
機
能
検
査

血
中
脂
質
検
査

血
糖
検
査

尿
検
査

心
電
図
検
掩

　
（
特
定
健
康
診
在
に
関
す
る
結
果
等
の
通
知
）

第
三
条
　
探
険
者
は
、
法
弟
二
十
三
条
の
娩
定
に
よ
り
、

　
特
定
健
康
診
査
を
受
け
た
加
入
者
に
対
し
、
特
定
健
康

　
診
査
に
関
す
る
結
果
を
通
知
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
当

　
該
特
定
健
康
診
査
に
関
す
る
結
果
に
加
え
て
、
当
該
加

　
入
者
が
自
ら
の
健
康
状
鰻
を
自
覚
し
、
健
康
な
生
活
習

　
慣
の
重
要
性
に
対
す
る
関
心
と
理
解
を
深
め
る
た
め
に

　
必
要
な
情
報
を
提
供
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

2
　
保
険
者
は
、
前
項
の
通
知
及
び
同
項
分
情
輕
の
提
供

　
に
関
す
る
事
脇
を
、
特
定
健
康
診
査
を
爽
施
し
た
機
関

　
に
釜
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
．

　
（
特
定
保
健
指
導
の
対
勲
者
）

第
四
条
　
法
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
特
定
健
康
診

　
祉
の
結
果
に
よ
り
健
康
の
保
持
に
努
め
る
必
要
が
あ
る

　
細
は
、
特
定
健
康
誇
査
の
結
果
、
腹
囲
が
八
十
五
セ
ン

　
チ
メ
ー
ト
ル
以
上
で
あ
る
男
性
若
し
く
は
腹
囲
が
九
十

　
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上
で
あ
る
女
性
又
は
腹
囲
が
八
十

　
五
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
未
満
で
あ
る
男
性
若
し
く
は
腹
囲

　
が
九
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
未
満
で
あ
る
女
性
で
あ
っ
て

　
B
M
τ
が
二
十
五
以
上
の
者
の
う
ち
、
次
の
各
号
の
い

ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
（
醐
血
圧
症
、
脂
質
異
常
症

　
又
は
糖
尿
病
の
治
療
に
係
る
薬
剤
を
服
用
し
て
い
る
者

　
を
除
く
。
）
と
す
る
。
　
　
　
　
　
●

　
岬
　
血
圧
の
測
定
の
結
果
が
爆
生
労
働
大
臣
が
定
め
る

　
　
基
準
に
該
当
す
る
者

　
二
　
血
潮
ト
リ
グ
リ
セ
ラ
イ
ド
（
中
性
脂
肪
）
又
は
高

　
　
　
　
　
　
た
ん

　
　
比
重
リ
ボ
蛋
白
コ
レ
ス
テ
ロ
ー
ル
（
H
D
L
コ
レ
ス

　
　
テ
ロ
ー
ル
）
の
蚤
が
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
鵬
準

　
　
に
該
当
す
る
者

　
三
　
血
糖
検
査
の
結
果
が
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
基

　
　
耶
に
該
当
す
る
沓

2
　
策
｝
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
腹
囲
の
検
査
に
代

　
え
て
内
臓
脂
肪
の
面
積
の
測
定
を
行
う
場
合
に
は
、
前

　
項
中
「
腹
囲
が
八
十
五
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上
で
あ
る

　
男
性
若
し
く
は
腹
囲
が
九
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上
で

　
あ
る
女
性
又
は
腹
囲
が
八
十
五
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
未
満

　
で
あ
る
男
性
若
し
く
は
腹
囲
が
九
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル

　
未
満
で
あ
る
女
性
で
あ
っ
て
B
M
I
が
二
十
五
以
上
の

　
者
」
と
あ
る
の
は
、
『
内
臓
脂
肪
の
面
積
が
百
平
方
セ
ン

　
チ
メ
ー
ト
ル
以
上
の
者
又
は
内
臓
脂
肪
の
面
積
が
百
平

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
の

　
方
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
未
満
の
者
で
あ
っ
て
B
M
I
が
二

　
十
五
以
上
の
も
の
』
と
す
る
。

　
（
保
趣
指
導
に
関
す
る
専
門
的
知
識
及
び
技
術
を
有
す

　
る
者
）

第
五
条
　
法
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
保
健
指
導
に

　
関
す
る
専
門
的
知
識
及
び
技
術
を
有
す
る
暫
は
、
医
師
、

　
保
健
師
又
は
管
理
栄
養
士
と
す
る
。

　
（
特
定
保
健
指
導
の
実
施
方
法
）

第
六
条
　
保
険
者
は
．
蔽
第
二
十
四
条
の
規
定
に
よ
り
、

　
第
四
条
に
規
定
す
る
者
に
対
し
，
特
定
健
康
診
査
簿
輿

　
施
計
画
に
基
づ
き
、
次
条
第
一
項
に
規
定
す
る
動
機
付

　
け
支
援
又
は
第
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
積
極
的
支
援

　
に
よ
り
特
定
保
健
指
導
（
法
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定

　
す
る
特
定
保
健
指
樽
を
い
う
．
以
下
同
じ
。
）
を
行
う
も

　
の
と
す
る
。

　
（
動
機
付
け
支
援
）

第
七
条
　
動
機
付
け
支
援
と
は
、
動
機
付
け
支
援
対
象
者

　
が
自
ら
の
健
康
状
態
を
自
覚
し
、
生
活
習
慣
の
改
善
に

　
係
る
自
主
的
な
取
組
の
輿
地
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と

　
し
て
、
次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
も
満
た
す
も
の
で

　
あ
っ
て
、
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
方
法
に
よ
り
行
う

　
保
健
指
導
を
い
う
。

　
一
　
動
機
付
け
支
援
対
象
者
が
、
医
師
、
保
健
師
又
は

　
　
哲
理
栄
養
士
の
而
接
に
よ
る
指
琢
の
下
に
行
動
計
画

　
　
を
策
定
す
る
こ
と
。

　
二
　
医
師
、
保
健
師
、
惚
理
栄
養
士
又
は
食
生
活
の
改

　
　
善
指
導
若
し
く
は
運
動
指
導
に
関
す
る
専
門
的
知
識

　
　
及
び
技
術
を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
者
と
し
て
潭
生

　
　
労
働
大
臣
が
定
め
る
も
の
が
、
動
機
付
け
支
援
対
錬

　
　
者
に
対
し
、
生
活
習
慣
の
改
善
の
た
め
の
取
組
に
係

　
　
る
動
機
付
け
に
関
す
る
支
援
を
行
う
こ
と
。

　
三
　
動
機
付
け
支
援
対
象
者
及
び
第
一
号
の
規
定
に
よ

　
　
り
面
接
に
よ
る
指
導
を
行
っ
た
者
が
、
行
動
計
画
の

　
　
策
定
の
日
か
ら
六
月
以
上
経
過
後
に
お
い
て
、
当
該

　
　
行
動
計
画
の
実
績
に
関
す
る
騨
価
を
行
う
こ
と
。

2
　
前
項
の
動
機
付
け
支
援
対
練
者
は
、
次
の
各
号
に
掲

　
げ
る
者
と
す
る
。

　
一
　
腹
囲
が
八
十
五
セ
ン
チ
メ
、
ト
ル
以
上
で
あ
る
男

　
　
性
又
は
腹
囲
が
九
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上
で
あ
る

　
　
女
性
で
あ
っ
て
、
第
四
条
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
か

　
　
一
の
み
に
該
当
す
る
者
（
次
条
第
二
項
第
二
号
に
該

　
　
当
す
る
者
を
除
く
。
）

　
二
　
腹
囲
が
八
十
五
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
未
満
で
あ
る
男

　
　
性
又
は
腹
囲
が
九
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
未
満
で
あ
る

　
　
女
性
で
あ
っ
て
B
M
I
が
二
十
五
以
上
の
者
の
う

　
　
ち
、
第
四
榮
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
か
二
の
み
に
該

　
　
当
す
る
も
の
（
次
条
第
二
項
第
四
号
に
該
当
す
る
者

　
　
を
除
く
。
）

　
三
　
腹
囲
が
八
十
五
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
未
満
で
あ
る
男

　
　
性
又
は
腹
四
が
九
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
未
満
で
あ
る

　
　
女
性
で
あ
っ
て
B
M
i
が
二
十
五
以
上
の
者
の
う

　
　
ち
、
第
四
条
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
か
一
の
み
に
該

　
　
当
す
る
も
の

　
四
　
特
定
健
環
診
査
を
実
施
す
る
年
度
に
お
い
て
六
十

　
　
五
歳
以
上
七
十
四
歳
以
下
の
年
齢
に
達
す
る
者
の
う

　
　
ち
、
次
に
掲
げ
る
も
の

　
　
イ
腹
囲
が
八
十
五
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上
で
あ
る

　
　
　
男
性
又
は
腹
囲
が
九
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上
で

　
　
　
あ
る
女
性
で
あ
っ
て
、
第
四
条
第
一
項
各
号
の
い

　
　
　
ず
れ
か
二
以
上
に
該
当
す
る
者

　
　
ロ
　
腹
囲
が
八
十
五
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上
で
あ
る

　
　
　
男
性
又
は
腹
囲
が
九
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上
で

　
　
　
あ
る
女
性
で
あ
っ
て
、
第
四
条
第
一
項
各
号
の
い

　
　
　
ず
れ
か
脚
の
み
に
該
当
し
、
か
つ
、
特
定
健
康
診

　
　
　
査
の
結
果
、
喫
煙
闘
横
が
あ
る
と
詔
め
ら
れ
た
者

　
　
ハ
　
腹
囲
が
八
十
五
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
未
満
で
あ
る

　
　
　
男
性
又
は
腹
囲
が
九
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
未
満
で

　
　
．
あ
る
女
性
で
あ
っ
て
B
M
τ
が
二
十
五
以
上
の
者

　
　
　
の
う
ち
、
・
第
四
条
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該

　
　
　
当
す
る
も
の
　
　
　
　
　
、

　
　
二
　
腹
囲
が
八
十
五
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
未
満
で
あ
る

　
　
　
男
性
又
は
腹
囲
が
九
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
未
満
で

　
　
　
あ
る
女
性
で
あ
っ
て
B
M
r
が
二
十
五
以
上
の
者

　
　
　
の
う
ち
、
第
四
条
第
一
．
項
各
号
の
い
ず
れ
か
二
の

　
　
　
み
に
該
当
し
、
か
つ
、
特
定
健
康
診
査
の
結
果
、

　
　
　
喫
煙
習
慣
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
た
も
の

3
　
第
四
条
第
二
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
の
適
用
に

　
つ
い
て
準
用
す
る
。

　
（
積
極
的
支
援
）

第
八
条
　
積
極
的
支
援
と
は
、
積
極
的
支
援
対
象
者
が
自

　
ら
の
健
康
状
繊
を
自
覚
し
、
生
活
習
慣
の
改
善
に
係
る

　
自
主
的
な
取
組
の
継
続
的
な
実
施
に
資
す
る
こ
と
を
目

　
的
と
し
て
、
次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
も
満
た
す
も

　
の
で
あ
っ
て
、
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
方
法
に
よ
り

　
行
う
保
健
指
導
を
い
う
。

　
一
　
積
極
的
支
援
対
象
者
が
、
医
師
、
保
健
師
又
は
管

　
　
理
栄
養
士
の
面
接
に
よ
る
指
導
の
下
に
行
動
計
画
を

　
　
策
定
す
る
こ
ど
。

　
二
　
医
師
、
保
健
師
、
管
理
栄
養
士
又
は
食
生
活
の
改

　
　
警
指
導
若
し
く
は
運
動
指
導
に
閲
す
る
専
門
的
知
識

　
　
及
び
技
術
を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
者
と
し
て
厚
生

　
　
労
働
大
臣
が
定
め
る
も
の
が
、
積
極
的
支
援
対
諌
者

　
　
に
対
し
、
生
活
習
慣
の
改
善
の
た
め
の
取
組
に
資
す

　
　
る
働
き
か
け
に
関
す
る
支
援
を
相
当
な
期
間
継
続
し

　
　
て
行
う
こ
と
。

　
三
　
積
極
的
支
援
対
象
考
及
び
第
一
号
の
規
定
に
よ
り

　
　
面
接
に
よ
る
指
導
を
行
っ
た
者
が
、
行
動
計
画
の
逃

　
　
ち
よ
く

　
　
捗
状
況
に
関
す
る
評
価
を
行
う
こ
と
。

　
四
　
積
極
的
支
援
対
象
書
及
び
第
一
号
の
規
定
に
よ
り

　
　
面
接
に
よ
る
指
塒
を
行
っ
た
者
が
、
行
動
計
画
の
策

　
　
定
の
日
か
ら
六
月
以
上
経
過
後
に
お
い
て
、
当
該
行

　
　
動
計
画
の
実
績
に
関
す
る
評
価
を
行
う
こ
と
。

2
　
前
項
の
積
極
的
支
援
対
象
者
は
、
次
の
各
丹
に
掲
げ

　
る
者
（
同
項
の
積
極
的
支
援
を
実
施
す
る
年
度
に
お
い

　
て
六
十
五
歳
以
上
七
十
四
歳
以
下
の
年
齢
に
遣
す
る
者

　
を
除
く
。
）
と
す
る
。

　
一
　
腹
囲
が
八
十
五
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上
で
あ
る
男
『

　
　
性
又
は
腹
囲
が
九
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上
で
あ
る

　
　
女
性
で
あ
っ
て
、
第
四
条
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
か

　
　
二
以
上
に
該
当
す
る
者

　
二
　
腹
囲
が
八
十
五
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上
で
あ
る
男

　
　
性
又
は
腹
囲
が
九
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
上
で
あ
る

　
　
女
性
で
あ
っ
て
、
第
四
条
錦
一
項
各
号
の
い
ず
れ
か

　
　
一
の
み
に
該
当
し
、
か
つ
、
特
定
健
康
診
査
の
結
果
、

　
　
喫
煙
習
慣
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
た
者

　
三
　
腹
囲
が
八
十
五
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
未
満
で
あ
る
男

　
　
性
又
は
腹
囲
が
九
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
未
満
で
あ
る

　
　
女
性
で
あ
っ
て
B
M
I
が
二
十
五
以
上
の
者
の
う

　
　
ち
、
錆
四
条
第
一
項
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る

　
　
も
の

　
四
　
腹
囲
が
八
十
五
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
未
満
で
あ
る
男

　
　
性
又
は
腹
囲
が
九
十
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
未
満
で
あ
る

　
　
女
性
で
あ
っ
て
B
M
I
が
二
十
五
以
上
の
者
の
う

　
　
ち
、
第
四
条
籍
一
項
各
号
の
い
ず
れ
か
二
の
み
に
誠

　
　
当
し
、
か
つ
、
特
定
健
康
診
銃
の
結
果
、
喫
煙
習
慣

　
　
が
あ
る
と
昭
め
ら
れ
た
も
の

3
　
第
四
条
第
二
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
の
適
用
に

　
つ
い
て
準
用
す
る
。

　
（
そ
の
他
の
保
健
指
導
）
　
　
　
・

第
九
条
　
保
険
者
は
、
特
定
駆
康
診
査
の
結
果
そ
の
他
の

　
事
情
に
よ
り
、
加
入
者
の
漣
．
康
の
保
持
埴
進
の
た
め
に

　
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
前
二
条
の
規
定
に
か

　
か
わ
ら
ず
、
加
入
者
に
対
し
、
適
切
な
保
健
指
導
を
行

　
う
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。
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（
特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
に
関
す
る
記
録
　
　
　
（
特
定
健
康
診
査
等
に
関
す
る
記
録
の
送
付
）

　
の
保
存
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
第
十
二
条
　
他
の
保
険
者
の
加
入
者
に
対
し
特
定
健
康
診

第
十
条
　
保
険
者
は
、
法
弟
二
十
二
条
及
び
法
第
二
十
五
　
　
査
等
を
行
っ
た
保
険
者
は
、
法
第
二
十
六
条
第
二
項
の

　
条
の
規
定
に
よ
り
、
特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
　
　
規
定
に
よ
り
当
該
特
定
健
康
診
査
等
に
関
す
る
記
録
を

　
導
に
関
す
る
記
録
を
電
磁
的
方
法
（
電
子
的
方
式
↓
磁
　
　
当
該
特
定
健
康
診
査
等
を
受
け
た
者
が
現
に
加
入
す
る

　
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
っ
て
は
認
識
す
る
こ
　
　
他
の
保
険
者
に
送
付
す
る
に
当
た
っ
て
は
．
電
磁
的
方

　
と
が
で
き
な
い
方
式
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
〉
に
よ
り
作
　
　
法
に
よ
り
作
成
さ
れ
た
当
該
特
定
健
康
診
査
簿
に
関
す

　
成
し
、
当
該
記
録
の
作
成
の
日
の
属
す
る
年
度
の
翌
年
　
　
る
記
録
を
記
録
し
た
光
デ
ィ
ス
ク
又
は
フ
レ
キ
シ
ブ
ル

　
度
か
ら
五
年
を
経
過
す
る
ま
で
の
期
間
又
は
加
入
者
が
．
デ
ィ
ス
ク
（
以
下
「
光
デ
ィ
ス
ク
等
」
と
い
う
。
）
を
送

　
他
の
保
険
者
の
加
入
者
と
な
っ
た
日
の
属
す
る
年
度
の
　
　
付
す
る
方
法
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

　
翌
年
度
の
末
日
ま
で
の
期
間
の
う
ち
い
ず
れ
か
短
い
期
　
　
（
他
の
保
険
者
が
行
う
記
録
の
写
し
の
提
供
）

　
問
、
当
該
記
録
を
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
　
　
　
第
十
三
条
　
法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
定

2
　
保
険
者
は
、
前
項
の
作
成
及
び
同
項
の
保
存
に
関
す
　
　
健
康
診
査
算
に
関
す
る
記
録
の
写
し
の
提
供
を
求
め
ら

　
る
郭
務
の
全
部
又
は
一
部
を
、
当
該
事
務
を
適
切
か
つ
　
　
れ
た
他
の
保
険
者
は
、
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
当

　
円
滑
に
遂
行
し
得
る
能
力
の
あ
る
者
に
委
託
す
る
こ
と
　
　
該
記
録
の
写
し
を
提
供
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
あ
ら
か

　
が
で
き
る
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
じ
め
、
当
該
他
の
保
険
者
の
加
入
者
で
あ
っ
た
者
に
対

　
（
特
定
健
康
診
査
等
に
要
し
た
費
用
の
請
求
）
　
　
　
　
　
し
，
記
録
の
写
し
を
提
供
す
る
趣
旨
及
び
拠
供
さ
れ
る

第
十
一
条
　
法
弟
二
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
他
の
　
　
記
録
の
写
し
の
内
容
に
つ
い
て
説
明
を
行
い
、
か
つ
、

　
保
険
者
の
加
入
者
に
係
る
特
定
健
康
診
査
又
は
特
定
保
　
　
当
該
他
の
保
険
者
の
加
入
者
で
あ
っ
た
者
の
同
意
を
得

　
健
指
導
（
以
下
「
特
定
健
康
診
査
等
」
と
い
う
。
）
を
行
っ
　
　
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
．
当
該
記
録
の
写
し
の

　
た
保
険
者
が
、
同
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
特
定
健
康
診
　
　
提
供
を
求
め
た
保
険
者
に
お
い
て
説
明
を
行
い
、
当
該

　
査
箏
を
受
け
た
他
の
保
険
者
の
加
入
者
に
対
し
請
求
す
　
　
他
の
保
険
者
の
加
入
者
で
あ
っ
た
者
の
同
意
を
得
た
こ

　
る
こ
と
が
で
き
る
費
用
の
額
は
、
当
該
保
険
者
が
、
当
　
　
と
が
確
認
で
き
た
と
き
ば
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

　
該
保
険
者
の
加
入
者
に
対
し
て
行
う
特
定
健
康
診
査
等
　
2
　
法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
健
康
診

　
に
要
す
る
費
用
の
額
を
勘
案
し
て
合
理
的
で
あ
る
と
認
　
　
査
等
に
関
す
る
記
録
の
写
し
の
提
供
を
求
め
ら
れ
た
他

　
め
ら
れ
る
範
囲
内
に
お
い
て
定
め
た
額
と
す
る
。
　
　
　
　
の
保
険
者
は
、
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
記
録

2
　
法
弟
二
十
六
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
健
康
診
　
　
の
写
し
を
提
供
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
電
磁
的
方
法
に

　
糞
に
要
す
る
費
用
と
し
て
相
当
な
額
の
支
給
を
受
け
よ
　
　
よ
り
作
成
さ
れ
た
当
該
特
定
健
康
診
査
等
に
関
す
る
記

　
う
と
す
る
加
入
者
（
労
働
安
全
衛
生
法
そ
の
他
の
法
令
　
　
録
を
記
録
し
た
光
デ
ィ
ス
ク
郷
を
送
付
す
る
方
法
そ
の

　
に
基
づ
き
行
わ
れ
る
特
定
健
康
診
査
に
相
当
す
る
健
康
　
　
他
の
適
切
な
方
法
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

　
診
断
を
受
け
た
加
入
者
又
は
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
加
　
　
　
（
箏
業
者
等
が
行
う
記
録
の
写
し
の
提
供
）

　
入
者
を
除
く
。
）
又
は
特
定
保
健
指
導
に
要
す
る
費
用
と
　
第
十
四
条
　
保
険
者
が
、
法
第
二
十
七
条
第
二
項
の
規
定

　
し
て
相
当
な
額
の
支
給
を
受
け
よ
う
と
す
る
加
入
者
　
　
に
よ
り
加
入
者
を
使
用
し
て
い
る
事
業
者
等
（
法
第
二

　
は
、
次
の
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
当
該
加
入
者
が
　
　
十
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
事
業
者
等
を
い
う
。
以
下

　
加
入
す
る
保
険
者
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
　
　
　
同
じ
。
）
又
は
使
用
し
て
い
た
事
薬
者
等
に
対
し
て
提
供

　
一
　
医
療
保
険
各
法
に
よ
る
被
保
険
者
証
（
日
雇
特
例
　
　
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
健
康
診
断
に
関
す
る
記
録
の

　
　
被
保
険
者
手
帳
（
健
康
保
険
印
紙
を
は
り
付
け
る
べ
　
　
写
し
は
、
窮
二
条
各
号
に
掲
げ
る
項
目
に
関
す
る
記
録

　
　
き
余
白
の
あ
る
も
の
に
限
る
。
）
及
び
被
扶
養
者
証
を
　
　
の
写
し
と
す
る
。

　
　
含
む
。
）
、
組
合
員
証
又
は
加
入
者
証
の
記
号
及
び
番
　
2
　
法
第
二
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
健
康
診
断
に

　
　
号
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
関
す
る
記
録
の
写
し
の
提
供
を
求
め
ら
れ
た
事
業
者
簿

　
二
　
特
定
健
康
診
査
等
を
受
け
た
者
の
氏
名
及
び
生
年
　
　
は
い
同
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
記
録
の
写
し
を

　
　
月
日
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
提
供
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
電
磁
的
方
法
に
よ
り
作
成

　
三
　
特
定
健
康
診
査
等
を
実
施
し
た
保
険
者
の
保
険
者
　
　
さ
れ
た
当
該
健
康
診
断
に
閲
す
る
記
録
を
記
錬
し
た
光

　
　
番
号
及
び
名
称
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
デ
ィ
ス
ク
笛
を
送
付
す
る
方
法
そ
の
他
の
適
切
な
方
法

　
四
　
特
定
健
康
診
査
等
を
受
け
た
病
院
、
診
療
所
そ
の
　
　
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

　
　
他
の
者
の
名
称
及
び
所
在
地
又
は
氏
名
及
び
住
所
　
　
　
　
（
記
録
簿
の
握
供
に
要
す
る
費
用
の
支
払
）

　
五
　
特
定
健
康
診
査
を
受
け
た
年
月
日
又
は
特
定
保
健
　
第
十
五
条
　
他
の
保
険
者
又
は
事
業
者
等
は
、
第
十
三
条

　
　
指
源
を
受
け
た
年
月
日
及
ぴ
期
間
　
　
　
　
　
　
　
　
又
は
前
条
の
規
定
に
よ
り
記
録
の
穿
し
を
提
供
し
た
と

　
六
　
特
定
健
康
診
査
等
に
要
し
た
費
用
の
額
　
　
　
　
　
　
き
は
、
当
該
記
録
の
写
し
の
提
供
を
求
め
た
保
険
者
か

3
，
前
項
の
申
講
書
に
は
、
同
項
第
六
号
に
掲
げ
る
費
用
　
　
ら
、
現
に
当
該
記
録
の
写
し
の
提
供
に
要
し
た
費
用
の

　
の
額
を
証
す
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
　
　
額
の
支
払
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
（
特
定
健
康
診
査
等
の
委
託
）

第
十
六
条
　
保
険
脅
は
、
法
第
二
十
八
条
の
規
定
に
よ
り
、

　
特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
の
実
施
を
蚕
託
す

　
る
場
合
に
は
、
特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
を

　
円
滑
か
つ
効
率
的
に
実
施
す
る
観
点
か
ら
適
当
で
あ
る

　
者
と
し
て
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
も
の
に
委
託
し
な

　
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
　
保
険
者
が
特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
の
受

　
託
者
に
対
し
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
情
報
は
、
第
十

　
条
の
規
定
に
よ
り
保
存
し
て
い
る
特
定
健
康
診
査
及
び

　
特
定
保
健
指
導
に
関
す
る
記
録
そ
の
他
必
要
な
情
報
と

　
す
る
。

　
び
特
定
保
健
指
導
の
実
施
を
委
託
す
る
場
合
に
お
い

　
て
、
保
険
者
に
代
わ
り
特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保
健

　
指
導
の
実
施
に
要
し
た
費
用
の
請
求
の
受
付
並
び
に
当

　
該
費
用
の
支
払
並
び
に
こ
れ
ら
に
附
帯
す
る
事
務
を
行

　
う
こ
と
が
で
き
る
者
は
、
特
定
健
康
診
査
及
び
特
定
保

　
健
指
遵
に
係
る
情
報
の
漏
え
い
の
防
止
並
び
に
当
該
事

　
務
の
円
滑
な
実
施
を
図
る
観
点
か
ら
適
当
で
あ
る
者
と

　
し
て
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
も
の
と
す
る
。

　
（
雑
則
〉

　
康
診
査
及
び
特
定
保
健
摺
導
の
実
施
に
係
る
施
設
及
び

　
運
営
に
関
す
る
事
項
、
記
録
の
保
存
に
関
す
る
事
項
そ

　
の
他
の
特
定
趣
康
診
査
及
び
特
定
保
健
指
導
の
実
施
に

　
つ
い
て
必
要
な
細
則
は
、
原
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
。

　
　
　
附
　
則

　
（
施
行
期
日
〉

　
行
ず
る
。

　
（
特
定
保
健
指
導
の
実
施
に
係
る
経
過
措
置
）

　
月
三
十
一
日
ま
で
の
問
は
、
第
七
条
第
一
項
第
一
号
及

　
ぴ
第
八
条
第
一
項
第
一
号
中
「
又
は
管
理
栄
養
士
」
と

　
あ
る
の
は
「
、
管
理
栄
養
士
又
は
保
健
擶
導
に
関
す
る

　
一
定
の
実
務
の
経
験
を
有
す
る
厨
講
師
」
と
、
第
七
条

　
第
一
項
第
二
号
及
び
第
八
条
第
一
項
第
二
号
中
「
管
理

　
栄
養
士
」
と
あ
る
の
は
「
管
理
栄
養
士
、
保
健
指
導
に

　
閲
す
る
一
定
の
実
務
の
経
験
を
有
す
る
齎
講
師
」
と
す

　
る
。

23
　
保
険
者
が
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
特
定
健
康
診
査
及

第
十
七
条
　
こ
の
省
令
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
特
定
健

第
【
条
　
こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
年
四
月
一
日
か
ら
施

第
二
条
　
こ
の
省
令
の
施
行
の
日
か
ら
平
成
二
十
五
年
三

O
厚
生
労
働
省
令
第
百
五
十
八
号

　
予
防
接
種
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
六
十
八
号
）
第

二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
予
防
接
種
法
施
行
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。
，

　
平
成
十
九
年
十
二
月
二
十
八
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
解
生
労
働
大
臣
　
舛
添
　
要
「

　
　
　
予
防
接
種
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

　
予
防
接
種
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省
令
第

三
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
．

　
第
十
一
条
の
二
十
七
中
「
疾
病
は
」
の
下
に
「
、
麻
し

ん
」
を
加
え
る
。

　
　
　
附
　
則

　
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

○
厚
生
労
働
省
令
第
百
五
十
九
号

　
感
染
症
の
予
防
及
び
感
染
症
の
患
者
に
対
す
る
医
療
に

関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
百
十
四
号
）
第
十
一
条

第
一
項
及
び
第
十
二
条
第
一
項
第
二
号
の
幾
定
に
基
づ

き
、
感
染
症
の
予
防
及
び
感
染
症
の
患
者
に
対
す
る
医
療

に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次

の
よ
う
に
定
め
る
。

　
平
成
十
九
年
十
二
月
二
十
八
日

　
　
　
　
　
　
　
　
　
厚
生
労
働
大
臣
　
舛
添
　
要
一
．

　
　
　
感
染
症
の
予
防
及
ぴ
感
染
症
の
患
者
に
対
す
る
医

　
　
　
療
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

　
　
　
省
令

　
感
染
症
の
予
防
及
び
感
染
症
の
患
者
に
対
す
る
医
療
に

関
す
る
法
徳
施
行
規
則
（
平
成
十
年
厚
生
省
令
第
九
十
九

号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
第
二
条
中
第
八
号
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者
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区
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、
市
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抵
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長
）
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つ
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は
、
こ
の
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令
に
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前
の
感
染
症
の
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る
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律
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則
第
六
条
の
規
定

　
は
、
な
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そ
の
効
力
を
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。



事　　務

平成20年

連　　絡

1月17目

都道府県医療構造改革担当部局　　御中

厚生労働省保険局総務課

医療費適正化対策推進室

特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準に基づく関連告示の公布について

　厚生労働行政の推進につきましては、平素より格段の御配慮を賜り、厚く御礼申し上げ

ます。

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労働省令第157

号）に基づく関連告示が平成20年1月17目に公布されましたので送付いたします・

　なお、貴都道府県内の市町村等にも周知が図られるよう、よろしくお願いいたします・



○厚生労働省告示第三号

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成十九年厚生労働省令第百五十七号）第一

条第一項の規定に基づき、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第一条第一項の規定に

基づき厚生労働大臣が定める者を次のように定め、平成二十年四月一日から適用する。

　平成二十年一月十七日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　厚生労働大臣　舛添　要一

　　　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第1条第1項の規定に基づき厚生労働大臣

　　　が定める者

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労働省令第157号）第1条第1

項の規定に基づき厚生労働大臣が定める者は、次に掲げる者とする。

一　妊産婦

　　刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁されている者

　　国内に住所を有しない者

四　船員保険の被保険者のうち相当な期間継続して船舶内にいる者

五　病院又は診療所に6月以上継続して入院している者

六　高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第55条第1項第2号から第5号まで



に規定する施設に入所又は入居している者



O厚生労働省告示第四号

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成十九年厚生労働省令第百五十七号）第一

条第一項第十号の規定に基づき、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第一条第一項第

十号の規定に基づき厚生労働大臣が定める項目及び基準を次のように定め、平成二十年四月一日から

適用する。

　平成二十年一月十七日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　厚生労働大臣　舛添　要一

　　　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第1条第1項第10号の規定に基づき厚生労

　　　働大臣が定める項目及び基準

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労働省令第157号。以下「実施

基準」という。）第1条第1項第10号の規定に基づき厚生労働大臣が定める項目は、次の各号に掲げ

る項目とし、同項第10号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準は、それぞれ当該各号に定めると

おりとする。

　一　貧血検査（ヘマトクリット値、血色素量及び赤血球数の測定）　貧血の既往歴を有する者又は

　　視診等で貧血が疑われる者

　二　心電図検査及び眼底検査　前年度の特定健康診査（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57



年法律第80号）第18条第1項に規定する特定健康診査をいう。）の結果等において・次のアから

エまでに掲げるすべての項目について、それぞれ当該アからエまでに掲げる基準に該当した者

ア　血糖　空腹時血糖値が100mg／dl以上又はヘモグロビンA　l　cが5・2％以上

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　たん
イ　脂質　血清トリグリセライド（中性脂肪）の量が150mg／dl以上又は高比重リポ蛋白コレステ

　　　　ロール（HD　Lコレステロール）の量が40mg／dl未満

ウ　血圧　収縮期血圧が130mmHg以上又は拡張期血圧が85mmHg以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くう
工　腹囲等　腹囲が男性にあっては85cm以上、女性にあっては90cm以上（内臓脂肪（腹腔内の腸

　　　　　間膜、大網等に存在する脂肪細胞内に貯蔵された脂肪をいう。以下同じ・）の面積の

　　　　　測定ができる場合には、内臓脂肪の面積が100c㎡以上）又はBM　I（実施基準第1条

　　　　　第1項第4号に規定するBM　Iをいう。）が25以上



○厚生労働省告示第五号

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成十九年厚生労働省令第百五十七号）第一

条第二項の規定に基づき、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第一条第二項の規定に

基づき厚生労働大臣が定める基準を次のように定め、平成二十年四月一目から適用する・

　平成二十年一月十七目

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　厚生労働大臣　舛添　要一

　　　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第1条第2項の規定に基づき厚生労働大臣

　　　が定める基準

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労働省令第157号・以下「実施

基準」という。）第1条第2項の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準は・次の各号のいずれかに

該当することとする。

　＿　BM　I（実施基準第1条第1項第4号に規定するBM　Iをいう。次号において同じ・）が20未

　　満であること

　二　自ら腹囲を測定し、その値を申告していること（BM　Iが22未満である者に限る・）



○厚生労働省告示第六号

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成十九年厚生労働省令第百五十七号）第四

条第一項第一号の規定に基づき、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第四条第一項第

＿号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準を次のように定め・平成二十年四月一日から適用する

0

　平成二十年一月十七日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　厚生労働大臣　舛添　要一

　　　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第4条第1項第1号の規定に基づき厚生労

　　　働大臣が定める基準

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労働省令第157号）第4条第1

項第1号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準は、次のとおりとする・

　血圧の測定の結果、収縮期血圧が130mmHg以上又は拡張期血圧が85mmHg以上であること



○厚生労働省告示第七号

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成十九年厚生労働省令第百五十七号）第四

条第一項第二号の規定に基づき、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第四条第一項第

二号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準を次のように定め、平成二十年四月一日から適用する

0

　平成二十年一月十七目

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　厚生労働大臣　舛添　要一

　　　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第4条第1項第2号の規定に基づき厚生労

　　　働大臣が定める基準

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労働省令第157号）第4条第1

項第2号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準は、次のとおりとする・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　たん　血清トリグリセライド（中性脂肪）の量が150mg／dl以上又は高比重リポ蛋白コレステロール（HD

Lコレステロール）の量が40mg／dl未満であること



○厚生労働省告示第八号

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成十九年厚生労働省令第百五十七号）第四

条第一項第三号の規定に基づき、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第四条第一項第

三号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準を次のように定め・平成二十年四月一目から適用する

O

　　平成二十年一月十七日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　厚生労働大臣　舛添　要一

　　　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第4条第1項第3号の規定に基づき厚生労

　　　働大臣が定める基準

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労働省令第157号）第4条第1

項第3号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準は・次のとおりとする・

　血糖検査の結果、空腹時血糖値が100mg／dl以上又はヘモグロビンA　l　cが5・2％以上であること

、



○厚生労働省告示第九号

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成十九年厚生労働省令第百五十七号）第七

条第一項及び第八条第一項の規定に基づき、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第七

条第一項及び第八条第一項の規定に基づき厚生労働大臣が定める特定保健指導の実施方法を次のよう

に定め、平成二十年四月一目から適用する。なお、平成二十五年三月三十一日までの間は、第1の2

の（4）のウ並びに第2の2の（5）及び（17）のウ中r保健師又は管理栄養士」とあるのは「保健師、管理

栄養士又は保健指導に関する一定の実務の経験を有する看護師」とする。

　平成二十年一月十七目

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　厚生労働大臣　舛添　要一

　　　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第7条第1項及び第8条第1項の規定に基

　　　づき厚生労働大臣が定める特定保健指導の実施方法

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労働省令第157号。以下「実施

基準」という。）第7条第1項の規定に基づき動機付け支援の実施について厚生労働大臣が定める方

法（以下r動機付け支援の実施方法」という。）は、第1に掲げるとおりとし、実施基準第8条第1

項の規定に基づき積極的支援の実施について厚生労働大臣が定める方法（以下r積極的支援の実施方

法」という。）は、第2に掲げるとおりとする。



第1

　1

　動機付け支援の実施方法

　支援期間及び頻度

　　原則1回の支援とすること。

　（1）動機付け支援対象者（実施基準第7条第2項に規定する動機付け支援対象者をいう・以下同

　　じ。）が、自らの健康状態、生活習慣の改善すべき点等を自覚し、自ら目標を設定し行動に移

　　すことができる内容とすること。

　（2）特定健康診査（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号・以下「法」という

　　。）第18条第1項に規定する特定健康診査をいう。以下同じ。）の結果（労働安全衛生法（昭

　　和47年法律第57号）その他の法令に基づき行われる特定健康診査に相当する健康診断の結果を

　　含む。以下同じ。）及び食習慣、運動習慣、喫煙習慣、休養習慣その他の生活習慣の状況に関

　　する調査の結果を踏まえ、面接による支援及び実績評価（行動計画の策定の日から6月以上経

　　過後に行う評価をいう。以下同じ。）を行うこと。

　（3）面接による支援は、次に掲げる事項に留意して行うこと。

　　ア　生活習慣と特定健康診査の結果との関係の理解、生活習慣を振り返ること、メタボリック

　　　シンドロームや生活習慣病に関する知識の習得及びそれらが動機付け支援対象者本人の生活

2　支援内容及び支援形態



　に及ぼす影響の認識等から、生活習慣の改善の必要性について説明すること・

イ　生活習慣を改善する場合の利点及び改善しない場合の不利益について説明すること・

ウ　食事、運動等、生活習慣の改善に必要な事項について実践的な指導をすること・

工　動機付け支援対象者の行動目標や実績評価の時期の設定について支援するとともに・生活

　習慣を改善するために必要な社会資源を紹介し、有効に活用できるように支援すること・

オ　体重及び腹囲の計測方法について説明すること。

力　動機付け支援対象者に対する面接による指導の下に、行動目標及び行動計画を作成するこ

　　と。

　キ　支援形態は、1人当たり20分以上の個別支援又は1グループ（1グループは8人以下とす

　　る。）当たり80分以上のグループ支援とすること。

（4）実績評価は、次に掲げる事項に留意して行うこと。

　ア　実績評価は、個々の動機付け支援対象者に対する特定保健指導（法第18条第1項に規定す

　　る特定保健指導をいう。以下同じ。）の効果について評価するものであること・

　イ’設定した行動目標が達成されているかどうか並びに身体状況及び生活習慣に変化が見られ

　　たかどうかについての評価を行うこと。

　ウ　必要に応じて行動計画の策定の目から6月経過する前に評価時期を設定して動機付け支援



　　　　対象者が自ら評価するとともに、行動計画の策定の日から6月以上経過後に医師・保健師又

　　　　は管理栄養士による評価を行い、評価結果について動機付け支援対象者に提供すること・

　　　工　実績評価は、面接又は通信（電話又は電子メール、F　AX、手紙等（以下「電子メール等

　　　　」という。）をいう。以下同じ。）により行い、評価結果について動機付け支援対象者に提

　　　　供すること。

第2　積極的支援の実施方法

　1　支援期間及び頻度

　　　初回に面接による支援を行うとともに、以後、3月以上の継続的な支援を行うこと・

　2　支援内容及び支援形態　　　　　　　　　　　　　　　・

　　（1）積極的支援対象者（実施基準第8条第2項に規定する積極的支援対象者をいう・以下同じ・

　　　）が、自らの健康状態、生活習慣の改善すべき点等を自覚し、生活習慣の改善に向けた自主的

　　　な取組を継続して行うことができる内容とすること・

　　（2）特定健康診査の結果及び食習慣、運動習慣、喫煙習慣、休養習慣その他の生活習慣の状況に

　　　関する調査の結果を踏まえ、積極的支援対象者の生活習慣や行動の変化（以下「行動変容」と

　　　いう。）の状況を把握し、当該年度及び過去の特定健康診査の結果等を踏まえ・積極的支援対

　　　象者が自らの身体状況の変化を理解できるよう促すこと・



（3）積極的支援対象者の健康に関する考え方を受け止め・積極的支援対象者が考える将来の生活

像を明確にした上で、行動変容の必難を実感できるような働きカ・けを行い・具体的に実践可

　能な行動目標を積極的支援対象者が選択できるよう支援すること・

（4）積極的支援対象者が具体的に実践可能な行動目標について・優先ll慎位を付けながら・積極的

　支援対象者と一緒に考え、積極的支援対象者自身が選択できるよう支援すること・

（5）医師、保健師又は管理栄養士は、積極的支援対象者が行動目標を達成するために必要な特定

　保健指導支援計画を作成し、積極的支援対象者の生活習慣や行動の変化の状況の把握及びその

　評価、当該評価に基づいた特定保健指導支援計画の変更等を行うこと・

（6）特定保健指導実施者（実施基準第8条第・項第2号の規定に基づき・積極的支援対象者に対

し、生活習慣の改善のための取組に資するイ動きかけに関する支援を相当な期間糸陸続して行う者

　をいう。（12）のエにおいて同じ。）は、積極的支援対象者が行動を継続できるように定期的に

　支援すること。

（7）積極的支援を終了する時には、積極的支援対象者が生活習慣の改善力書図られた後の行動を継

　続するよう意識付けを行う必要があること・

（8）初回の面接による支援は、第1の2の（3）に掲げる事項に留意して行うこと・この場合にお

　いて、第1の2の（3）中r動機付け支援対象者」とあるのは・　「積極的支援対象者」とする・



（9）3月以上の継続的な支援については、（11）及び（14）に規定する方法により算定するポイン／ト

　の合計で特定保健指導の量を判断することとし、支援Aの方法で160ポイント以上・支援Bの

　方法で20ポイント以上、合計で180ポイント以上の支援を行うことを最低条件とすること・ま

　た、支援Aの方法を支援Bの方法に、又は支援Bの方法を支援Aの方法に代えることはできな

　いこと。

（10）支援Aの方法は、次に掲げるものとすること・

　ア　積極的支援対象者の過去の生活習慣及び行動計画の実施状況を踏まえ・積極的支援対象者

　　の必要性に応じた支援をすること。

　イ　食事、運動等の生活習慣の改善に必要な事項について実践的な指導をすること・

　ウ　進ち霧状況に関する評価として、積極的支援対象者が実践している取組内容及びその結果

　　についての評価を行い、必要があると認めるときは、行動目標及び行動計画の再設定を行う

　　こと。

　工　行動計画の実施状況について記載したものの提出を受け、それらの記載に基づいて支援を

　　行うこと。

（11）支援Aの方式は、次に掲げるものとすること・

　ア　個別支援A



イ　グループ支援A（1グループは8人以下とする・）

　ウ　電話支援A

　工　電子メール支援A

（12）支援Aの方法に係るポイントの算定及び要件は・次に掲げるものとすること・

ア個別支援Aは、5分間の支援を・単位とし、・単位当たり2・ポイントとすること・ただし・

　　支援1回当たり10分間以上の支援を行うこととし、支援1回当たりのポイント算定の上限は12

　　0ポイントとすること。

イグノレ＿プ支援Aは、1・分間の支援を・単位とし、・単位当たり1・ポイントとすること・ただ

　　し、支援1回当たり40分間以上の支援を行うこととし・支援1回当たりのポイント算定の上限

　　は120ポイントとすること。

ウ電話支援Aは、5分間の会話を・単位とし、・単位当たり15ポイントとすること・ただし・

　　支援1回当たり5分間以上の会話を行うこととし、支援1回当たりのポイント算定の上限は60

　　ポイントとすること。

　工　電子メーノレ支援Aは、1往復（特定保健指導実施者と積極的支援対象者の間で支援に必要な

　　情報の共有を図ることにより支援を完了したと当該特定保健指導実施者が判断するまで・電子

　　メーノレ等を通じて支援に必要な情報のやり取りを行うことをいう。以下同じ。）の支援を1単



　　位とし、1単位当たり40ポイントとすること・

（13）支援Bの方法は、初回の面接の際に作成した行動計画の実施状況を確認し・行動計画に掲

　げた取組を維持するために励ましや賞賛を行うものとすること・

（14）支援Bの方式は、次に掲げるものとすること・

　ア　個別支援B

　イ　電話支援B

　ウ　電子メール支援B

（15）支援Bの方法に係るポイントの算定及びその要件は・次に掲げるものとすること・

　ア　個別支援Bは、5分間の支援を1単位とし、1単位当たり10ポイントとすること・ただし

　　、支援1回当たり5分間以上の支援を行うこととし、支援1回当たりのポイント算定の上限

　　は20ポイントとすること。

　イ　電話支援Bは、5分間の会話を1単位とし、1単位当たり10ポイントとすること・ただし

　　、支援1回当たり5分間以上の会話を行うこととし、支援1回当たりのポイント算定の上限

　　は20ポイントとすること。

　ウ　電子メール支援Bは、1往復の支援を1単位とし、1単位当たり5ポイントとすること・

（16）支援Aの方法及び支援Bの方法のポイントの算定は・次に掲げる事項に留意して行うこと



の

ア　同日に複数の支援を行った場合は、いずれか1つの支援のみをポイントの算定対象とする

　　こと。また、同日に同一の支援を複数回行った場合であっても・ポイントの算定対象となる

　　のは1回の支援のみであること。

イ　特定保健指導と直接関係のない情報（次回の支援の約束や雑談等・特定保健指導の実施と

　　直接かかわりがない情報をいう1）のやり取りはポイントの算定対象としないこと・

　ウ　電話支援又は電子メール支援を行うに当たり、行動計画の作成及び提出を依頼するための

　　電話又は電子メール等によるやり取りは、ポイントの算定対象としないこと・

（17）実績評価は、次に掲げる事項に留意して行うこと・

　ア　実績評価は、個々の積極的支援対象者に対する特定保健指導の効果について評価するもの

　　であること。

　イ　設定した行動目標が達成されているかどうか並びに身体状況及び生活習慣に変化が見られ

　　たかどうかについての評価を行うこと。

　ウ　必要に応じて行動計画の策定の日から6月経過する前に評価時期を設定して積極的支援対

　　象者が自ら評価するとともに、行動計画の策定の目から6月以上経過後に医師・保健師又は

　　管理栄養士による評価を行い、評価結果について積極的支援対象者に提供すること・



工　実績評価は、面接又は通信を利用し、積極的支援対象者に提供すること・

オ　実績評価は、継続的な支援の最終回とともに実施しても構わないこと・



○厚生労働省告示第十号

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成十九年厚生労働省令第百五十七号）第

七条第一項第二号及び第八条第一項第二号の規定に基づき、特定健康診査及び特定保健指導の実施

に関する基準第七条第一項第二号及び第八条第一項第二号の規定に基づき厚生労働大臣が定める食

生活の改善指導又は運動指導に関する専門的知識及び技術を有すると認められる者を次のように定

め、平成二十年四月一日から適用する。

　　平成二十年一月十七日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　厚生労働大臣　舛添　要一

　　　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第7条第1項第2号及び第8条第1項第

　　　2号の規定に基づき厚生労働大臣が定める食生活の改善指導又は運動指導に関する専門的知

　　　識及び技術を有すると認められる者’

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労働省令第157号）第7条第

1項第2号及び第8条第1項第2号の規定に基づき厚生労働大臣が定める食生活の改善指導又は運

動指導に関する専門的知識及び技術を有すると認められる者は、次のとおりとする。

第1　食生活の改善指導に関する専門的知識及び技術を有すると認められる者

　　　食生活の改善指導に関する専門的知識及び技術を有すると認められる者は、次のいずれかに



　　該当する者とする。

　1　看護師、栄養士等であって、内容が別表第1に定めるもの以上である食生活改善指導担当者

　　研修を受講した者

　2　1に定める者と同等以上の能力を有すると認められる者

第2　運動指導に関する専門的知識及び技術を有すると認められる者

　　　運動指導に関する専門的知識及び技術を有すると認められる者は、次のいずれかに該当する

　　者とする。

　1　看護師、栄養士等であって、内容が別表第2に定めるもの以上である運動指導担当者研修を

　　受講した者

　2　1に定める者と同等以上の能力を有すると認められる者

別表第1（第1の1関係）

食生活改善指導担当者研修

分　野

1．健康づくり施策概論

範　　　囲 時間数

論 （1）社会環境の変化と健康課題 3．　O



2．生活指導及びメンニタ

泣wルスケア

3．栄養指導

4．健康教育

（2）健康づくり施策

（3）生活習慣病とその予防

（1）生活指導と健康に影響する生活環境要因

（2）個人の健康課題への対処行動（保健行動）

（3）ストレスとその関連疾患及びストレスの気付きへの

　　援助

（4）個別・集団の接近技法

（5）ライフステージ、健康レベル別健康課題と生活指導

（1）栄養・食生活の基礎知識及び今日的課題と対策

（2）食行動の変容と栄養教育

（3）ライフステージ、ライフスタイル別栄養教育

（1）健康教育の理念と方法

（2）健康生活への指導プログラムの基礎知識と方法

10．　5

6．　O

6．　O



5．運動の基礎化学

6．研究討議

別表第2　（第2の1関係）

運動指導担当者研修

　　　　分　野

　1．健康づくり施策概論

（3）メタボリックシンドロームに対する健康教育

　　　くう
（4）口腔保健

運動と健康のかかわり

意見交換（メタボリックシンドローム関連）

　　　　　　　　　　　計

1．　5

3．　0

30．　O

範　　　囲 時間数

論 （1）健康づくり施策

i2）運動基準・運動指針

4．　5



2．生活習慣病

3．運動生理学

（3）生活習慣病と運動疫学

（1）メタボリックシンドローム

（2）肥満症

（3）高血圧症

（4）脂質異常症

（5）糖尿病

（6）虚血性心疾患
　　　　しょう
（7）骨粗鬆症

（1）呼吸器系と運動

（2）循環器系と運動

（3）神経系と運動

（4）骨格筋系と運動

（5）内分泌系と運動

（6）運動中の基質・エネルギー代謝（疲労を含む。）

16．　5

18．　O



イ
｝
㌔

4．機能解剖とバイオメ

　カニクス（運動・動作

　の力源）

5．

払　口冊

健康づくり運動の理

6．運動障害と予防

（7）運動と免疫能

（8）高温環境と運動

（9）水中環境と運動

メ （1）関節運動と全身運動 6．　O

作 （2）身体構造と力学的運動要因、骨格筋の力特徴

（3）陸上での運動・動作各論（歩行）

（4）水泳・水中運動

理 （1）トレーニング概論 6．　O

（2）筋力と筋量増強のトレーニング条件とその効果

（3）全身運動によるエアロピックトレーニング

（4）女性の体力・運動能力の特徴とトレーニング

（1）内科的障害と予防 7．　5

（2）外科的障害・上肢
’



7．体力測定と評価

8，健康づくり運動の三

@際

　　　　　　　　　　　ひざ
（3）外科的障害・下肢（膝を含む。）

　　　　　　　　せき
（4）外科的障害・脊柱

（1）体力と運動能力（構成要素）・体力構成要素の測定

　　法

（2）フィールドテストの実習・中年者

（3）高齢者の体力測定

（4）身体組成の測定

（1）ストレッチングと柔軟体操の実際

（2）ウォーミングアップとクーリングダウン

（3）ウォーキングとジョギング

（4）エアロピックダンス

（5）水泳・水中運動

（6）静的レジスタンストレーニング

（7）動的レジスタンストレーニング

10．　5

30．　0



9．救急処置

10．運動プログラム（フ

@　管理

11．運動負荷試験

（8）健康産業施設等現場実習

　　　　そ（1）救急蘇生法

（2）外科的処置

（1）健診結果の読み方及び効果判定

（2）運動のためのメディカルチェックの重要性

（3）心電図の基礎と記録法（安静時心電図の読み方）

（4）運動プログラム作成の理論

（5）服薬者の運動プログラム作成上の注意

（6）生活習慣病に対する適切な運動療法（プログラム作

　　成実習）

（1）運動負荷試験の実際

（2）運動負荷試験実習

6．　O

19．　5

4．　5



12，運動行動変容の理

@　論と実際

13．運動と心の健康上1

@進

14．栄養摂取と運動

運動行動変容の理論と実際

（1）心の健康論

（2）健康づくり運動とカウンセリング

（3）ストレスアセスメントと対処法・（喫煙問題を含む。

　　）

（1）食生活と健康運動

（2）消化と吸収の機構・栄養素の機能と代謝

（3）身体活動量の定量法とその実際

（4）栄養・食事アセスメント（低栄養対策を含む。）

計

4．　5

6．　O

7．　5

147．　0



O厚生労働省告示第十一号

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成十九年厚生労働省令第百五十七号）第十

六条第一項の規定に基づき、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第十六条一項の規定

に基づき厚生労働大臣が定める者を次のように定め、平成二十年四月一日から適用する。なお、平成

二十五年三月三十一目までの間は、第2の1の（3）及び（4）中r又は管理栄養士」とあるのはr、管理

栄養士又は保健指導に関する一定の実務の経験を有する看護師」と、第2の1の（5）及び（6）中r保健

師、管理栄養士」とあるのはr保健師、管理栄養士、保健指導に関する一定の実務の経験を有する看

護師」とする。

　平成二十年一月十七日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　厚生労働大臣　舛添　要一

　　　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第16条第1項の規定に基づき厚生労働大臣

　　　が定める者

　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労働省令第157号。以下r実施

基準」という。『 j第16条第1項の規定に基づき厚生労働大臣が定める者は、特定健康診査（高齢者の

医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号。以下r法」という。）第18条第1項に規定する特定

健康診査をいう。以下同じ。）の実施を委託する場合にあっては、第1に掲げる基準を満たす者とし



、特定保健指導（同項に規定する特定保健指導をいう。以下同じ。）の実施を委託する場合にあって

は、第2に掲げる基準を満たす者とする。

第1　特定健康診査の外部委託に関する基準

　1　人員に関する基準

　　（1）特定健康診査を適切に実施するために必要な医師、看護師等が質的及び量的に確保されてい

　　　ること。

　　（2）常勤の管理者（特定健康診査を実施する施設において、特定健康診査に係る業務に付随する

　　　事務の管理を行う者をいう。以下この（2）において同じ。）が置かれていること。ただし、事

　　　務の管理上支障がない場合は、当該常勤の管理者は、特定健康診査を実施する施設の他の職務

　　　に従事し、又は同一の敷地内にある他の事業所、施設等における職務に従事することができる

　　　ものとする。

　2　施設、設備等に関する基準

　　（1）特定健康診査を適切に実施するために必要な施設及び設備等を有していること。

　　（2）検査知診察を行う際に、受診者のプライバシーが十分に保護される施設及び設備等が確保さ

　　　れていること。

　　（3）救急時における応急処置のための体制が整っていること。



　（4）健康増進法（平成14年法律第103号）第25条に規定する受動喫煙の防止措置が講じられてい

　　ること（医療機関においては、患者の特性に配慮すること。）。

3　精度管理に関する基準

　（1）特定健康診査の項目について内部精度管理（特定健康診査を行う者が自ら行う精度管理（特

　　定健康診査の精度を適正に保つことをいう。以下同じ。）をいう。）が定期的に行われ、検査

　　値の精度が保証されていること。

　（2）外部精度管理（特定健康診査を行う者以外の者が行う精度管理をいう。）を定期的に受け、

　　検査値の精度が保証されていること。

　（3）特定健康診査の精度管理上の問題点があった場合に、適切な対応策が講じられるよう必要な

　　体制が整備されていること。

　（4）実施基準第1条第1項各号に掲げる項目のうち、検査の全部又は一部を外部に再委託する場

　　合には、再委託を受けた事業者において（1）から（3）までの措置が講じられるよう適切な管理を

　　行うこと。

4　特定健康診査の結果等の情報の取扱いに関する基準

　（1）特定健康診査に関する記録を電磁的方法（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって

　　は認識することができない方式をいう。以下同じ。）により作成し、保険者に対して当該記録



　　を安全かっ速やかに提出すること。

　（2）特定健康診査の結果の受診者への通知に関しては、当該受診者における特定健康診査の結果

　　の経年管理に資する形式により行われるようにすること。

　（3）特定健康診査に関する記録の保存及び管理が適切になされていること。

　（4）法第30条に規定する秘密保持義務を遵守すること。

　（5）個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）及びこれに基づくガイドライン！等を遵

　守すること。

　（6）保険者の委託を受けて特定健康診査の結果を保存する場合には、医療情報の安全管理（組織

　　的、物理的、技術的、人的な安全対策等）を徹底すること。

　（7）特定健康診査の結果の分析等を行うため、保険者の委託を受けて特定健康診査の結果に係る

　　情報を外部に提供する場合には、分析等に当たり必要とされる情報の範囲に限って提供すると

　　ともに、提供に当たっては、個人情報のマスキングや個人が特定できない番号の付与等により

　　、当該個人情報を匿名化すること。

5　運営等に関する基準

　（1）特定健康診査の受診が容易になるよう、土日若しくは祝日又は夜間に特定健康診査を実施す

　　るなど、受診者の利便性に配慮し、特定健康診査の受診率を上げるよう取り組むこと。



（2）保険者の求めに応じ、保険者が特定健康診査の実施状況を確認する上で必要な資料の提出等

　を速やかに行うこと。

（3）特定健康診査の実施者に必要な研修を定期的に行うこと等により、当該実施者の資質の向上

　に努めること。

（4）特定健康診査を適切かつ継続的に実施することができる財務基盤を有すること。

（5）保険者から受託した業務の一部を再委託する場合には、保険者との委託契約に、再委託先と

　の契約においてこの告示で定める基準に掲げる事項を遵守することを明記すること。

（6）運営についての重要事項として次に掲げる事項を記した規程を定め、当該規程の概要を、保

　険者及び特定健康診査の受診者が容易に確認できる方法（ホームページ上での掲載等）により

　、幅広く周知すること。

ア
イ
ウ
エ
オ
カ

事業の目的及び運営の方針

従業者の職種、員数及び職務の内容

特定健康診査の実施日及び実施時間

特定健康診査の内容及び価格その他の費用の額

事業の実施地域

緊急時における対応



　　　キ　その他運営に関する重要事項

　　（7）特定健康診査の実施者に身分を証する書類を携行させ、特定健康診査の受診者等から求めら

　　　れたときは、これを提示すること。

　　（8）特定健康診査の実施者の清潔の保持及び健康状態について必要な管理を行うとともに・特定

　　　健康診査を行う施設の設備及び備品等について衛生的な管理を行うこと・

　　（9）虚偽又は誇大な広告を行わないこと。

　　（10）特定健康診査の受診者等からの苦情に迅速かっ適切に対応するために・苦情を受け付ける

　　　ための窓口を設置する等の必要な措置を講じるとともに、苦情を受け付けた場合には、当該苦

　　　情の内容等を記録すること。

　　（11）従業者及び会計に関する諸記録を整備すること。

第2　特定保健指導の外部委託に関する基準

　1　人員に関する基準

　　（1）特定保健指導の業務を統括する者（特定保健指導を実施する施設において、動機付け支援（

　　　実施基準第7条第1項に規定する動機付け支援をいう。以下同じ。）及び積極的支援（実施基

　　　準第8条第1項に規定する積極的支援をいう。以下同じ。）の実施その他の特定保健指導に係

　　　る業務全般を統括管理する者をいい、以下r統括者」という。）が、常勤の医師・保健師又は



　管理栄養士であること。

（2）常勤の管理者（特定保健指導を実施する施設において、特定保健指導に係る業務に付随する

事務の管理を行う者をいう。以下この（2）において同じ。）が置かれていること。ただし、事

　務の管理上支障がない場合は、当該常勤の管理者は、特定保健指導を行う施設の他の職務に従

　事し、又は同一の敷地内にある他の事業所、施設等における職務に従事することができるもの

　とする。

（3）動機付け支援又は積極的支援において、初回の面接、特定保健指導の対象者の行動目標及び

　行動計画の作成並びに当該行動計画の実績評価（行動計画の策定の日から6月以上経過後に行

　う評価をいう。）を行う者は、医師、保健師又は管理栄養士であること。

（4）積極的支援において、積極的支援対象者（実施基準第8条第2項に規定する積極的支援対象

　者をいう。以下同じ。）ごとに、特定保健指導支援計画の実施（特定保健指導の対象者の特定

　保健指導支援計画の作成、特定保健指導の対象者の生活習慣や行動の変化の状況の把握及びそ

　の評価、当該評価に基づいた特定保健指導支援計画の変更等を行うことをいう。）について統

　括的な責任を持つ医師、保健師又は管理栄養士が決められていること。

（5）動機付け支援又は積極的支援のプログラムのうち、動機付け支援対象者（実施基準第7条第

　2項に規定する動機付け支援対象者をいう。以下同じ。）又は積極的支援対象者に対する食生



活に関する実践的指導は、医師、保健師、管理栄養士又は特定健康診査及び特定保健指導の実

施に関する基準第7条第1項第2号及び第8条第1項第2号の規定に基づき厚生労働大臣が定

．める食生活の改善指導又は運動指導に関する専門的知識及び技術を有すると認められる者（平

成20年厚生労働省告示第10号。以下r実践的指導実施者基準」という。）第1に規定する食生

活の改善指導に関する専門的知識及び技術を有すると認められる者により提供されること・ま

　た、食生活に関する実践的指導を自ら提供する場合には、管理栄養士その他の食生活の改善指

導に関する専門的知識及び技術を有すると認められる者を必要数確保していることが望ましい

　こと。

（6）動機付け支援又は積極的支援のプログラムのうち、動機付け支援対象者又は積極的支援対象

　者に対する運動に関する実践的指導は、医師、保健師、管理栄養士又は実践的指導実施者基準

　第2に規定する運動指導に関する専門的知識及び技術を有すると認められる者により提供され

　ること。また、運動に関する実践的指導を自ら提供する場合には、運動指導に関する専門的知

　識及び技術を有すると認められる者を必要数確保していることが望ましいこと。

（7）動機付け支援又は積極的支援のプログラムの内容に応じて、事業の再委託先や他の健康増進

　施設等と必要な連携を図ること。

（8）特定保健指導実施者（実施基準第7条第1項第2号の規定に基づき、動機付け支援対象者に



　対し、生活習慣の改善のための取組に係る動機付けに関する支援を行う者又は実施基準第8条

　第1項第2号の規定に基づき、積極的支援対象者に対し、生活習慣の改善のための取組に資す

　　る働きかけを相当な期間継続して行う者をいう。以下同じ。）は、国、地方公共団体・医療保

　険者、日本医師会、日本看護協会、日本栄養士会等が実施する一定の研修を修了していること

　　が望ましいこと。

　（9）特定保健指導の対象者が治療中の場合には、（4）に規定する統括的な責任を持つ者が必要に

　応じて当該対象者の主治医と連携を図ること。

2　施設、設備等に関する基準

　（1）特定保健指導を適切に実施するために必要な施設及び設備等を有していること。

　（2）個別支援を行う際に、対象者のプライバシーが十分に保護される施設及び設備等が確保され

　　ていること。

　（3）運動に関する実践的指導を行う場合には、救急時における応急処置のための体制が整ってい

　　ること。

　（4）健康増進法第25条に規定する受動喫煙の防止措置が講じられていること（医療機関において

　　は、患者の特性に配慮すること。）。

3　特定保健指導の内容に関する基準



　（1）特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第7条第1項及び第8条第1項の規定に

　基づき厚生労働大臣が定める特定保健指導の実施方法（平成20年厚生労働省告示第9号）に準

　拠したものであり、科学的根拠に基づくとともに、特定保健指導の対象者の特性並びに地域及

　　び職域の特性を考慮したものであること。

　（2）具体的な動機付け支援又は積極的支援のプログラム（支援のための材料、学習教材等を含む

　　。）は、保険者に提示され、保険者の了解が得られたものであること。

　（3）最新の知見及び情報に基づいた支援のための材料、学習教材等を用いるよう取り組むこと。

　（4）個別支援を行う場合は、特定保健指導の対象者のプライバシーが十分に保護される場所で行

　　われること。

　（5）委託契約の期間中に、特定保健指導を行った対象者から当該特定保健指導の内容について相

　　談があった場合は、相談に応じること。

　（6）特定保健指導の対象者のうち特定保健指導を受けなかった者又は特定保健指導を中断した者

　　に対しては、特定保健指導の対象者本人の意思に基づいた適切かつ積極的な対応を図ること。

4　特定保健指導の記録等の情報の取扱いに関する基準

　（1）特定保健指導に関する記録を電磁的方法により作成し、保険者に対して当該記録を安全かつ

　　速やかに提出すること。



（2）保険者の委託を受けて、特定保健指導に用いた詳細な質問票、アセスメント、具体的な指導

の内容、フォローの状況等を保存する場合には、これらを適切に保存し、管理すること。

（3）法第30条に規定する秘密保持義務を遵守すること。

（4）個人情報の保護に関する法律及びこれに基づくガイドライン等を遵守すること。

（5）保険者の委託を受けて特定保健指導の結果を保存する場合には、医療情報の安全管理（組織

　的、物理的、技術的、人的な安全対策等）を徹底すること。

（6）インターネットを利用した支援を行う場合には、医療情報の安全管理（組織的、物理的、技

　術的、人的な安全対策等）を徹底し、次に掲げる措置等を講じることにより、外部への情報漏
　えい
　洩、不正アクセス、コンピュータ・ウイルスの侵入等を防止すること。

　ア　秘匿性の確保のための適切な暗号化、通信の起点及び終点の識別のための認証並びにリモ

　　ートログイン制限機能により安全管理を行うこと。

　イ　インターネット上で特定保健指導の対象者が入手できる情報の性質に応じて、パスワード

　　を複数設けること　（例えば、特定健康診査の結果（労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）

　　その他の法令に基づき行われる特定健康診査に相当する健康診断を含む。この（6）において

　　同じ。）のデータを含まないページにアクセスする場合には英数字のパスワードとし、特定

　　健康診査の結果のデータを含むページにアクセスする場合には本人にしか知り得ない質問形



　式のパスワードとすること等）。

ウ　インターネット上で特定健康診査の結果のデータを入手できるサービスを受けることにつ

　いては、必ず本人の同意を得ること。

工　本人の同意を得られない場合における特定健康診査の結果のデータは、インターネット上

　で特定健康診査の結果のデータを入手できるサービスを受ける者の特定健康診査の結果のデ

　ータとは別の場所に保存することとし、外部から物理的にアクセスできないようにすること

　　O
　（7）特定保健指導の結果の分析等を行うため、保険者の委託を受けて特定保健指導の結果に係る

　情報を外部に提供する場合には、分析等に当たり必要とされる情報の範囲に限って提供すると

　　ともに、提供に当たっては、個人情報のマスキングや個人が特定できない番号の付与等により

　　、当該個人情報を匿名化すること。

5　運営等に関する基準

　（1）特定保健指導の利用が容易になるよう、土日若しくは祝日又は夜間に特定保健指導を実施す

　　るなど、利用者の利便性に配慮し、特定保健指導の実施率を上げるよう取り組むこと。

　（2）保険者の求めに応じ、保険者が特定保健指導の実施状況を確認する上で必要な資料の提出等

　　を速やかに行うこと。



（3）特定保健指導を行う際に、商品等の勧誘、販売等を行わないこと。また、特定保健指導を行

　う地位を利用した不当な推奨、販売（商品等を特定保健指導の対象者の誤解を招く方法で勧め

　ること等）等を行わないこと。

（4）特定保健指導実施者に必要な研修を定期的に行うこと等により、当該実施者の資質の向上に

　努めること。

（5）特定保健指導を適切かつ継続的に実施することができる財務基盤を有すること。

（6）保険者から受託した業務の一部を再委託する場合には、保険者との委託契約に、再委託先と

　の契約においてこの告示で定める基準に掲げる事項を遵守することを明記すること。

（7）運営についての重要事項として次に掲げる事項を記した規程を定め、当該規程の概要を、保

　険者及び特定保健指導の利用者が容易に確認できる方法（ホームページ上での掲載等）により

　、幅広く周知すること。

ア　事業の目的及び運営の方針

イ　統括者の氏名及び職種

ウ　従業者の職種、員数及び職務の内容

工　特定保健指導の実施目及び実施時間

オ　特定保健指導の内容及び価格その他の費用の額



　力　事業の実施地域

　キ　緊急時における対応

　ク　その他運営に関する重要事項

（8）特定保健指導実施者に身分を証する書類を携行させ、特定保健指導の利用者等から求められ

　たときは、これを提示すること。

（9）特定保健指導実施者の清潔の保持及び健康状態について必要な管理を行うとともに、特定保

　健指導を行う施設の設備及び備品等について衛生的な管理を行うこと。

（10）虚偽又は誇大な広告を行わないこと。

（11）特定保健指導の利用者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付ける

　ための窓口を設置する等の必要な措置を講じるとともに、苦情を受け付けた場合には、当該苦

　情の内容等を記録すること。

（12）従業者及び会計に関する諸記録を整備すること。

（13）保険者から受託した業務の一一部を再委託する場合には、以下の事項を遵守すること。

　ア　委託を受けた業務の全部又は主たる部分を再委託してはならないこと。

　イ　保険者との委託契約に、再委託先との契約においてこの告示で定める基準に掲げる事項を

　　遵守することを明記すること。



ウ　保険者への特定保健指導の結果報告等に当たっては、再委託した分も含めて一括して行う

　こと。

工　再委託先及び再委託する業務の内容を（7）に規定する規程に明記するとともに・（7）に規定

　する規程の概要にも明記すること。

オ　再委託先に対する必要かっ適切な監督を行うとともに、保険者に対し、再委託する業務の

　責任を負うこと。
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　　○専製製贅総桐凶6津倒影慧藻欝e蝋

　　　翼2置繁ゆ期暑蕪1贈憲、1賢e緊製
国
難　　想禦℃、鞠襲釧茎R蕊艦囲漿製偲⑩堀斜
キノ

穴　　（匝国）

　　○奪製望毯論極込㌻5聾製嘩還聖癬e｛照
ロ
ト　翠想認hゆ齢鵬魍《課隅蕪1ゆ
一　　　e嚢製想輔℃、細防州甚R§十く囲裂｛毘奮

匹ミ　　㊨‡総計（匝：→く）

▽一@〇尊製…聖遷紬羅軽め聾｛殿蝉琶鞘鱒e蝋

塒　　翼想望■ゆ翻語蕪9蝋慧1憐嶽U蛮

O　e嚢製想輔い如鰍H聡蔚K囲築製含

N螢　　畑繁繁（匝ギ）　　　　　　　’

皆　○婁製製墨麁絹終篇尊殻迷製鞍鷺e蝋

　　　　潔想望令漁業暑駅巨1蝶蝶1属蕪bl巳い

　r　　e簑頂上～齢℃、初匿州菱Ri…i→くt田築製含

　　　　ゆ備蓄（匝く）

“

　　　　　　○

○津｛罠……鎧総桐離6鉾製賭製聖搏e採

　増配…裟鹸ゆ備暑熱斗コ嵌辞1腎曝～6熱

　く艦農1齊e黙製想禦℃、切盛州数量

　4く田築摯～愈ゆ尊製嘩誰聖濤e㍊選管

　誕（匝ぺ）

O婁展望蓬純絹凶6婁製嘩濯聖濤e螺

　曇想璽飼ゆ禦譜蕪ギ懸蝶1属駅“於

　離6簑く懸器1賢籔、1囎e緊後昆鴇
　℃鴨り匿剖窯奪→く1田築製倉ゆ創唱坦e

　溶曲路縛トく楚裂§藻樽想…塁恒ゆ醤…こ

　毫星羅経る軽暴…知熔赫ゆAJ離合“き“

　ゆ湘（匝10）
一〇鉾艘筆墨纏綿函旨奪蝦孝…翼鞭鷺e蝋

　翠想竪恒ゆ桟暑騰十・｛く懸駅1辱e駆

　製想輔℃袖蚤斜熱華十く田簑製倉ゆ龍

　　（回1）・　　　　’

〔《 綱

　　　　殺戮罫

寵扉志
　さ醤ノ訳無ノ院釧…璽毯

埠護拠く緋
　竃1田椅擁：最掴潔嚢糞個く悶“H鴇1妻…耀

ド騒髄灘醤縮潮酬ド
　馨濁君臨騒椥’田暑焦鰹引潮ぐロ〈K焦

　割引簿趣婁琶・回さ廷K艮螂転顛軽憲

　音1論落日’《團｛執謎“雌6圃遜斑

　葦蝦拳憾晦く㌶軽颪｛÷1鴇督甘4氣蟹

　“塔…担墜潔e承～曾e嚢箆密似馨土～竃

　恒Q震颪嘉製’氣望制憲逐毒…琶寝蓋

　　（黙霞脹ギ÷橿脚）如醒ヨヤ《ゆ黙思．

　茎…製ノ曄糞袋姻黙葺嘉響く貰嘉ま謹

　e賃ト繋』～望恒ゆ黙茜1辱…｛買’《蛭雲霞

　鰭嘔e蘇鼠駅堂e琳繋想霧恒ゆ緊颪

　嘉製窓迷

妄紋（嫌回章

　に鎖闘」く認送

ぐ騨申e裂
く眞翠與獣《超ロ

○

超江 1旨

　O暖碁1釈華細迦蔭蕪1巾ド
　　鉾憐叢塾裾瓢旨婁慢奪灘爵e慧翼想…齢ゆ寒暑（腎後十《計蟄唱題運筆牟駅海国十ギ㈲駅1

　瀞制酸剥取割く囲農農舎ゆ撫砲尽e櫓い旱製穿誹径捧ト培9演1ロ灸ゆ麺巽4吋O

　　　梼紬1十廷H環十．P田　　　　　　　　　　　　　　　蟄銀獣馴く田草懸闘
　　　　特定健康診査及び特定振健指導の実施に関する基準第1条第1項の規定に基づき厚生労働大臣

　　　　が定める者
　　特定鯨診査及び特定保健儲の実施欄する麟（平成19報生細省令第157号）第・嬬1

　項の規定に基づき厚生労働大臣が定める者は、次に掲げる者とする。

　　一　妊産婦
　　二刑事施設、労役場その他これらに準ずる施設に拘禁されている者

　　三　国内に住所を有しない者
　　四　船員保険の被保険者のうち相当な期間継続して船舶内にいる者・

　　五　病院又は診療所に6月以上継続し：て入院している者
　　六高齢の医療の確保に関する法律（昭和57年灘第80号）無籍順第2号から獅号まで

　　　に規定する施設に入所又は入居している者

　　○轡：姻題奉綿毛田梼瓢91魔

　　糞便…踏継慣肖b謹製送製聖鱒eぞ網主z翼恒♀粥箸（甘軽＋儲慢娼駅蛮網戸禽㎏国十・ギ脚）裟1

　　総1百計申e烈螺鴨r翻畿螺肖る煕囎鱒e蝋馴驚輔暑熱瞭臓1辱蕪
　　＋幽e霞製想向い荊蚤劃駅駐K囲農製愛煙峯皿然る講…抽郵e舶，醒製公葬経口→一世91凹1口和’』

　　嬢…ミ価ゆ。

　　　腎鋤片割ロ＋』P回　　　　　　　　　　　　　　　黛類歌重→く囲蒙艶蟹1
　　　　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第1条第1項第10号の規定に基づき厚生労

　　　　働大臣が定める項目及び基準
　　　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労働省令第157号。以下「実施

　　基準」という。）第1条第1項第10号の規定に基づき厚生労働大臣が定める項目は・次の各号に掲げる

　　項目とし、同項第10号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準は・それぞれ当該各号に定めるとお

　　りとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　　　＿貧磁査（ヘマトクリツト悠血色羅及び赤血球数の測定）貧血の既往歴を有する者又は

　　　　視診等で貧血が疑われる者・

　　　二、幡醸査友び鵬髄前報の特定嫉診査（論者の晦の確保燗する法律（昭和57
　　　　年法律第80暮）第18条第1項に規定する特定健康診査をいう．）の結果等におし）て、次のアから手

　　　　までに掲げるすべての項目について、それぞれ当該アからエまでに掲げる罫書こ該当した者

　　　　ア　血糖　空腹時血糖麓が100mg／d1以上又はヘモグロビンA　l　cが52％以上　　　たん

　　　　イ　脂質　血清トリグりセライド（中性脂肪）の量が150mg／d1以上又は高比重リボ蛋白コレス

　　　　　テロール（HDLコレステロール）の量が40mg／dl未満

亘1総1腎e蝋想聯媒r蝋鰭舗離婁懲琶蹴e腿躯榊網酬癬1縣e黙鯉

垂

絹

く

10く

脳

uぺ

ウ　血圧　収縮期血圧が13伽皿Hg以上又は拡張期血圧が85㎜Hg以上　　　　　　　　　くう

工　腹囲等　腹囲が男性にあっては85c皿以上、女性にあっては90cm以上（内臓脂肪（腹腔内の腸

臨欄等に擁する麟翻内に購された麟をいう・以桐じ・）の面積の測害ができ
　る場合には、内臓脂肪の面積が100㎡以上）又はBM　I（実施基準第1粂第1項第4写に規定

　するBM正をいう。）が25以上
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○塗上訓釈……Σ繁聖1終浅鴎OP

　専畏碧遷塾裾終篇＃製肇琶薯縛e翼翼想…匿輌ゆ瀞暑（聾楼十《計蚤朝獄§趣くF課口園手早蜘）課1

掻駅l　l質e…薫製想端℃如’婁桜蓼峯離纈醍ヤ6韓製革…家鞘讐e慧曇μ塗hゆ嵩耕籔1嶽農1牌e霞製想

詫℃、や遜超菱R葦÷く凪1ξ～製含ゆ嵩暑如尽eル6，い】製倉一葺餐11十・母巨殴1田老ミ憩掴≡iヤ・ゆ6

　　汁経“十讐1裂十一ギ由　　’　　　　　　　　　　　　　　　遊観熱§→く囲　蒙緊　薫1

　　　特定鯨診査及び特定職擁の実施に関する基準勲鱗2項の規定に基づき馳労働大臣

　　　が定める基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労働省令弟157号。以下f案施

基準』という。）第1条第2項の趨走に基づき厚生労働大臣が窪める基準は・次の各号のいずれかに該
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の

当することとする。
　＿　BM　i（実施基準第1条第二項第4号に議定するBM　Iをいう・．次号において同じ。）が20未満

　　であること
　二　自ら腹囲を測定し、その値を申告していること（BM　Iが22未満である者に限る・）

○畿組歌……産締部1終甑｛く敵　　　　　　　　　　　　　　　　　　，．

　翻諜舗縦覧無縫鱒e網蛭赫ゆ説（鰹＋《塒酬精細＜F即国＋鞭）網
織斜属蕪1加e褻剥製痢い初’奪製鎧遙漉絹離6響製響亀虫雰e線翼想罫恒Q肉潰袈亘寒熱1罫翼
1贈e案製2蟄b制避艦獣§寒樹嶺製倉ナQ嘉暑如意e結い想製碧’涛怪1H一具卜9し殴1田粂心頼暇輌細◎

　　跨罎日十一讐1環十十〕田　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鍾娼獄§→く腿　慧麗　蒸1

　　　特定健談診査及び特定保健指導の実施に関する基準第4条第1項第1号の規定に基づき厚生労

　　　働大軍が定める基準　‘
　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労働省令第157号）第4条第1

項第1号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準は、次のとおりとする・

血圧の測定の蘇、囎馳圧が130mmHg以上又は拡張馳圧が85㎜Hg以上であること
○赴超…頴…§1講和1梼駅4」囎

　奪製肇肇斜鷺貞鴇婁製蝿聖鴬e隷翼製藝恒ゆ鋪暑（降握十→ミ母萱姻勲奪細くF器kn旧十ギ。婚）讐置

経讐1賢慕“融e鰻製上2備℃、割’薯製竈峯箆鷺桜、6專製迷義蕪濤e孫曇2…二値漁鴇暑熱日焦熱1冨憾

11爾e嚢製想熱い如緊細窯葦→く匪築差～憩ひQ自署顧惹e紹・負想穀倉’甚賢l　l十階自国と1田灸Φ頚霞恒酵。

　・降望11十・廷Hこミ十ギ田　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　段網取§→く田　芯蓬　闘1

　　　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第4条第1療第2号の窺定に基づき厚生労

　　　働大巨が定める基準
　特定：健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準’（平成19年厚生労働省令第157号）第4条第1

項第2号の燈定に基づき厚生労飴大臣が定める基準は、次のとおりとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　たん　　血清トリグリセライド（中性脂肪）の量が150mg／d1以上又は高比重リボ蛋白コレステロール（H

DLコレステロール）の量が40mg／d1未満であること

　O團1娼玖……Σ締恥1終羅く。に

　　婁袈望蓬禽裾戴6曇製縫寒椿e蕊曇想…鉢ゆ謙暑（爵経÷べ獣逆頬題重細く膿ド瑚十・P禦）蕪圖

《譲1欝騰川面e霞毅惣冑や初’雲頂…車篭艶麺蔑～6婁製懸…毒寒濤e㍊翠想翼価ゆ寒暑臓9瞭蕪準総

t！腰e嚢製2嶺や如睡慧駅邉艦繊犠桜台心嶺暑脚気e蝿，∩』～毅台’腓遷U十母璽皿t回気顔掴霞恒ゆ。

　　　汁遷U÷・讐1興十ギ隠　　　　　　　　　　　’　　　　　　嚢劃融§艦囲　芯蔑　鼠1

　　　　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第4条第1項第3号の規定に基づき厚生労

　　　　偉大巨が定める基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
　　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労働省令第157号）第4条第1

　項第3号の量定に基づき厚生労働大臣が定める基準は、次のとおりとする・

　　定籍検査の結果、．空腹時血糖値が100mg／d1以上又はヘモグロビンA　l　cが5・2％以上であること

O賢寿1執達絡串1終頴ぺ。賛

　尊製望肇麟藁鴇彗榎騨・鞘樗e課曇想…恥“黎暑て腎経十《ξ殿朝宗華寧華麗海国十一や慶）韓ギ

《（譲1野離6蕪＜《蕪1葛e…藝長上」禦n紅露製慧遷愛知怒㌻5鞍製蝉鎧襲…讐e採製よ2区hゆ謙語蕪ギ

嶽駅1晋惑旨熱く経貴1穏e…巽製2需や如蟄愚蒙重駁囲築契合櫛導賀き琶取欝e螺ミ…校斑如尽e妬心

以製倉’芸径l　l十・善ヨぼ1田灸①蟻≡ミ恒ゆ。麺尋’昏冬日十’国ξ川町川十i田揺pe……聾’慕一ed

e3e賭鰓脚Sqe奪纈§e冊r保健師又は管理栄趾」刈劔e楚「保健蝋管碧栄養
士又は保健指導に関する一定の実務の弩験を有する看縫師1刈跡ゆ。

　　爵督11十箒1ζ十・辛口　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　駿州蕪……引く凪　獣麗　竃1

　　　特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第7条第1項及び第8条第1項り規定に基

　　　づき厚生労働大巨が定める特定保健指導の実施方法　　　　　　　　　　　　　　’●

　特定健康診査及び特定保健指導φ実施に関する基準（平成19年厚生労働省令第157号・以下〔実施

基準」という。）第7条第1項の規定に基づき動機付け支援の実施について厚生労働大臣が定める方法

　（以下r動機付け支援の実施方法』という。）は、第1に掲げるとおりとし・実施基準第8条第1項の

規定に基づき積極的支援の実罐1；ついて厚生労働大臣が定める方法（以下「積極的支援の実施方法」

という。）は、第2に掲げるとおりとする。・　　　　　　　　・

第1　動機付け支援の実施方法

　1　支援期間及び頻度

　　　原則1回の支援とすること。

　2　支援内容及び支援形態
　・｛11動機付け支援対象者（実施基準第7条第2項に規定する動機付け支援対象者をいう・以下同

　　　じ。）が、自らの健康状態、生活習慣の改善すべき点等を自覚し・自ら目標を設定し行動に移す

　　　ことができる内容とすること。
（21’ﾁ定健康診李て高齢者の医凍の雍保に関する法律（昭和57年法律第80号。以下「法」という・）

第峰第顕に熾する縦懸診李をし・う・以下同じ・）の結果（労除金衛生法（昭和47年

　法律第57号）ぞの他の法令に華ブき行われる特定健康診査に相当する健康診断の結果を含む。

　以下同じ。）及び食習慣、運動習慣、喫理習慣、休華習慣その他の生活習慣の状況に関する調査

　の結果を踏まえ、薗接による支援及び実績評僑（行動計画の策定の日から6月以上経過後に行

　う評価をいう。以下同じ。）を行うこと。

13）面接による支援は、次に掲げる事項に留意して行うこと。

　ア　生活習慣と特定健康診査の結果との関係の理解、生活習慣を振り返ること・メタボリック

　　シンドロームや生活習慣病に関する知識の習得及びそれらが動機付け支援対象者本人の生活

　　に及ぼす影響の認識等から、生活習慣の改善の必要性について説明すること・

　イ　生活習慣を改善する場合の利点及び改善しない場合の不利益について説明すること・

　ウ　食事、運動等、生活習慣φ改善に必要な事項について実践的な指導をすること。

　工　動機付け支援対象者の行動目標や実額評価の時期の設定について支援するとともに・生活

．　習慣を改善す養ために必要な社会資源を紹介し・有効に活用できるように文接すること。

　オ　体重及び腹囲の計測方法について鋭明すること。

　力　動機付け支擾対象者に対する面接による指導の下に、行動目塚及び行動計画を作成するこ

　　と。
　キ支援形麟1人当たり2・分以上の飼別支援又は1グルーブ（1グルーブは8人以下とす

　　る。）当たり80分以上のグルーブ支援とすること。
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㈲　実績評価は、次に掲げる事項に留意して行うこと。

　　ア　実績評価は、個々の動機付け支援対象者に対する特定保健指導（法弟18条第1項に規定す

　　　る特定保健指導をいう。以下同じ．）の効果について評価するものであること。

　　イ　設定した行動目標が達成されているかどうか並びに身体状況及び生活習慣に変化が見られ

　　　たかどうかについての評価を行うこと9

　　ウ・必要に応じて行動計画の策定の日から6月経過する前に評価時期を設定して動機付け支援

　　　対象者が自ら評価するとともに、行動計画の策定の日から6月以上経過後に医師、保健師又

　　　は管理栄養士による評価を行い、評価結果について動機付け支援対象者に提供すること。

　　工　実績評価は、面接又は通信（電話又は電子メール、FAX、手紙等（以下r電子メール等」

　　　という。）をいう。以下同じ。）により行い、評価結果について動機付け支援対象者に提供する

　　　こと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　．積極的支援の実施方法

　　支援期聞及び数度

　　初回に面接による支援を行うとともに、以後、3月以上の継続的な支援を行うこと。

（1》積極的支援対象者（実施基準第8条第2項に規定する積極的支援対象者をいう。以下同じ。）

　　が、自らの健康状態、生活習慣の改善すべき点等を自覚し、生活習慣の改善に向けた自主的な

　　取組を継諒して行うことができる内容とすること。

（2）特定健康診査の結：果及び食習慣、運動習慣、喫煙習慣、休養習慣その他の生活習慣の状況に

　　関する調査の結果を踏まえ、積極的支援対象者の生活習慣や行倒の変化（以下r行動変容』と

　　いう。）の状況を把握し、当該年度及び過去の特定健康診査の結果等を踏まえ、積極的支援対象

　　者が自らの身体状況の変化を瑳解できるよう促すこと。

13）積極的支援対象者の健康に関する考え方を受け止め、積極的支援対象者が考える将来の生活

　　像を明確にした上で・行動変容の必要性を宰感できるような働きかけを行い・具体的に実践可

　　能な行動目標を積極的支援対象者が選択できるよう支援すること。

　（4）積極的支援対象者が具体的に実践可能な行動目標について、優先類位を付けながら、積極的

　　支援対象者と一緒に考え、積極的支援対象者自身が選択できるよう支援すること。

　（5｝医痴、保健師又曝管理栄養士は、積極的支援対象者が行動目標を達成するために必要な特定

　　保健指導支援計画を作成し、積極的支援対象者の生活習慣や行動の変化の状況の把握及びその

　　評価、当該評価に基づいた特定保健指導支援計画の変更等を行うこと。

　｛6）特定保鍵指導実施者（実施基準第8条第1項第2号の規定に基づき、積極的支援対象者に対

　　し、生活習慣の改善のための取組に資する働きかけに関する支援を相当な期間継続して行う者

　　をいう。働のエにおいて同じ。）は、積極的支援対象者が行動を継続できるように定期的に支援．

　　すること。

　（7）積極的支援を終了する時には、積極的支援対象者が生活習慣の改善が図られた後の行動を継

　　続するよう意識付けを行う必要があること。

　（81初回の面接による支援は、第1の2の｛3》に掲げる事項に留意して行うこと。この場合におい

　　て・第1の2の③中「動機付け支援対象者」とあるのは、r積極的支援対象者」とする。

　（9｝3耳以上の継続的な支援については・αP及びq心に規定する方法により算定するポイントの合

　　計で特定保健指導の量を判断することとし、支援Aの方法で160ポイント以上、支援Bの方法

　　で20ポイント以上、合計で180ポイント以上の支援を行うことを最低条件とすること．また、

　　支援Aの方法を支援Bの方法に、又は支援Bの方法を支援Aの方法に代えることはできないこ

　　と◎　，

2　支蜜内容及び支援形態

　　の必要性に応じた支援をすること。

　　　　ちよく

　　についての評価を行い、必要があると認めるときは、行動目標及び行動計画の再設定を行う

　　こと。

　　行うこと。

　　　飼別支援A

　　　グループ支援A（1グループは8人以下とする。）

　　　電話支援A

　　　電子メール支援A

　　支援1回当たり10分間以上の支援を行うこととし、支援1回当たりのポイント算定の上限は

　　120ポイントとすること。

　　だし、支援1回当たり40分間以上の支援を行うこととし、支援1回当たりのポイント算定の

　　上限は120ポイントとすること。　　　　　　　　　　　　・

　　支援1回当たり5分間以上の会話を行うこととし、支援1回当たりのポイント算定の上眼は

　　5Dポイントとすること。

　　な情報の共有を図るビとにより支援を完了したと当該特定保健指導実施者が判断するまで、

　　電子メール等を通じて支援に必要な情報のやり取りを行うことをいう。以下同じ。）の支援を

　　1単位とし、1単位当たり40ポイントとすること。

　ア　積極的支援対象者の過去の生活習慣及び行動計画の実施状況を路まえ、積極的交接対象者

α①支援Aの方法は、次に掲げるものとすること。

　イ　食事、運動等の生活習慣の改善に必要な事項について実践的な指導をすること。

　ウ　進捗状況に関する評価として、積極的支援対象者が実践している取組内容及びその結果

　工　行動計画の実施状況について記載したものの提出を受け、それらの記載に基づいて支援を

OD支援Aの方式は、次に掲げるものとすること。

　ア

　イ

　ウ
　’工

働　支援Aの方法に係るポイントの算定及び要件は、次に掲げるものとすること。

　ア　飼別支援Aは、5分間の支接を1単位とし、ユ単位当たり20ポイントとすること．ただし・

　イ　グループ支援Aは、10分間の支援を1単位とし、1単位当たり10ポイントとすること。た

　ウ　電話支援Aは、5分間の会話を1単位とし、1単位当たり15ポイントとすること。ただし、

　工　電子メール支援Aは、1往蜜（特定保健指導実施者と積極的支援対象者の問で支援に必要

㈹支援豆の方法は、初回の面接の際に作成した行動計画の実施状況を確認し、行動計画に掲げ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヨ　た取組を維持するために励ましや賞賛を行うものとすること。

Oの支援Bの方式は、次に掲げるものとすること。

　ア　個別支援B

　イ　電話支援B　　　　　　　　　　・

　ウ　電子メール支援B

⑯支援Bの方法に係るポイントの算定及びその要件は・次に掲げるものとすること・

　ア●個別支援Bは、5分間の支援を1単位とし、1単位章たり10ポイントとすること。ただし、

　　支援1回当たり5分間以上の支援を行うこととし、支援1回当たりのポイント算定の上限は

　　20ポイントとすること。

　イ　』電話支援Bは、5分間の会話を1単位とし、1単位当たり10ポイントとすること・ただし・

　　支援1回当たり5分間以上の会話を行うこととし、支援1回当たりのポイント算定の上限は

　　20ポイントとすること。

　ウ　電子メール支援Bは、1往復の支援を1単位とし、1単位当たり5ポイントとすること・
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⑯支凱の方法及び支榔の方法のポイントの算定は・次に掲げる蕨に留意して行うこと・
　　ア　同日に複数の支援を行った場合は．いずれか1つの支援のみをポイントの算定対象とする

　　　こと．また、同日に同一の支援を褄取回行った場合であっても・ポイントの算定対象となる

　　　のは1回の支援のみであること。
　　イ特定保健指導と謙関係のない情穀（次回の支援の約束や雑講・特定保麟導の実施と

　　　直接かかわりがない情報をいう。）のやり象りはポイントの算定対象としないこと・

　　ウ電話支援ヌは電子メール支援を行う1こ当たり・働緬の械及醍出を鰍するための

　　　電話又は電子メール等によるやり取りは・ポイントの算定対象としない；と。

　qη実績評価は、次に提げる事項に留意して行うこと。
　　ア　実績評価は、国々の積極的支援対象者に対する特定保健指導の効果について評価するもの

　　　であること。
　　イ　設定した行動目標が達成されているかどうか並びに身体状況及び生活習慣に変化が見られ

　　　　たかどうかについての評極を行うこと。

　　　ウ必要に応じて行動緬頒定の日から6月縛する前に評鯖期を設定して鞭的娠ヌ寸
　　　　象者が自ら評価するとともに、行動計画の策定の日から6月以上経過後に医師・保健師又は

　　　　管理栄養士による評価を行い、評価結果について積極的支援対象者に提供すること。

　　　工　実績評伝は、面接又は通信を利用し、積極的支援対象者に提供すること。

　　　オ実謹辞衝は、継続的な支援の最終回とともに実施しても構わないこと。・

○趾創駅重織ロ牒驚＋謄

熱灘艶儲る蝋曝蟻鰍翼蛭神常磐（躍＋蕪酬輔絆熱闘＋鞭）熱唱
総1鰓腫濁駅総隈器牌e練端鞠ノ蝋講舗纈無迷警鱒e網躍
榊鵯騨総、酪、麟撫く総1照糠e蝋踊脚酬櫨羅灸農舎縄響e
渚蕪馴蝦融製詐紺露量懲る燦燦縛囎榊“脚蠣e櫛）製含韻
ll÷帯…量禦1皿灸小頚渓恒ゆ。

　　陛劉栂1殴＋鞄　　　　　　　　細網畑聴鼠t
　　　難麒麟難濡灘奮護薯離離灘舗黙
　　　び技術を有すると認められる者

疑甑瀕及び特定保健指導の実施1こ関する騨（報19鞭生労鮪令弟157号）第7条第二

麟2号及び第8粂第・項第2号の規定1こ基づき厚生労鰍臣が定める食生活の改善指導又は勘指

導に関する専門的知識及ホ技術を有すると認められる者は・次のとおりとする。　　　・

第1　食生活の改善指導に関する専円的知識及び技術を有すると望められる者

　　　食生活の改善指導に関する専門的知識及び技術を有すると認められる者は、次のいずれかに該

　　当する者とする。
　　1看籔、栄蹴等であって、内容が別表第1に定めるもの以上である食生灘舗範当者研

　　修を受講した者
　　2　1に定める者と同等以上の能力を有すると認められる者　　　　・　　・

第2　運動指導に関する専門的知識及び擦術を有すると認められる者

　　　　翻指導燗する専門的輝及び蹄を有すると認められる者は・次のいずれか1こ該当する者

　　　とする　　　　ジ　　　ロ
　　1　看逝師、栄養士等であらて、内容が別表第2に定めるもの以上である運動指導担当者研修を受

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　r　　　　　　　　　　●
　　　議した者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　じ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　じ　　2　1に定める者と同等以上の能力を有すると認められる者　　　　　　　　・

別表第1（第しの1関係）

食生活改善指導担当者研修

分　　　野 範　　　　　　　　　　　囲 時間数

1，　健康づくり施策擬論 （ll社会環境の変化と健康課題 3．0

｛2》健康づくり施策

（3》生活習慣病とその予防　　　　・

2．生活指導及びメンタ （1）生活指導と・麟、に影響する生活環境要因 工0．5

ルヘルスケア （2）個人め健康課題への対処行動（保健行動）

、

（31ストレスとその関連疾患及びストレスの気付きへの

、　　● ・援助

㈲騒別・集団の接近技法
15》ライフステージ、健康レベル別錘康課題と生活指導

3，栄養指導
111：栄養・食生活の基礎知識及び今日的課題と対策 6．0

（21食行動の変容と栄養教育

（3｝ライフステージ、ライフスタイル別栄養教育

4．健康教育 111健康教育の理念と方法
6．0

12》健康生活への指導プログラムの基礎知識と方法
（31メタボリックシンドロームに対する健康教育　　　くう

14）口腔保健

5．運動の基礎化学 運動と健康のかかわり L5

6．研究討議 意見交換（メタボリックシンドローム関連） 3．0

計 30．0

別表第2〈第2の1関係）
運動指導担当者研修

分　　　野　　　　　　　　　範　　　　　　　　　　囲 時間数

1．健康づくり施策擬詮　ω　健康づくり施策 4．5

（2）運動基準・運動指針

（3》生活習慣病と運働疫学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■Q．生活習慣病　　　　　口1メタボリックシンドローム
16．5

（21肥満症 ●

131高血圧症

㈲脂寅異常症
（51糖尿病

16）虚血性心病患
●　　　　　　　　　　しよう　　　　　　　　　　　　　　　●

（7｝骨粗鬆症
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3．運動生理学 ｛コ　呼吸器系と運動 18．0

（21循環器系と運動

《3）．神経系と運動

14》骨格筋系と運動

《51内分泌系と運動　　　　　　　　　　　．

16》運動中の基質・エネルギー代謝（疲労を含む。）

171運動と免疫能
｛81．高温環境と還励　　　　　　　　　　　●

19）水中環境と運動

4，機能解剖とパィオメ ll》関節運動と全身運動 6．0

カニクス（運動・動作
ﾌ力源）

12》身体構造と力学的運動要因、骨格筋の力特徴　　　　　　　　　　　　　　　　　●

（31陸上での運動・．動作各論（歩行》

14》水泳・水中運動
5
．
健
康
づ
く
り
運
動
の
瑳
仏
　
雨

Ul　トレーニング擬論

o21筋力と筋量塑強のトレーニング条件とその効果

6．0

　　　　　●s31全身運動によるエアロピックトレーニング

（41女性の体力・運動能力の特徴とトレrニング
●

6．運動障害と予防 （1》内科的障害と予防 7．5

（2）外科的障害・上肢

　　　　　　　　　　　ひざ
i3｝外科的障害・下肢（膝を含む。）

；　　●
　　　　　　　　rek4》外科的障害・脊柱

7．体力測定と評価 （1）体力と運動能力（構成要素）・体力構成要素の測定

@法　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

10」

（2》フィールドテストの実習・中年者
●

（3｝高齢者の体力型定

（4》身体組成の測定

8．健康づくり運動の実 lllストレッチングと柔軟体操の実際 30．0

・際
（21ウォーミングアップとクーりングダウン

、 13》ウォーキングとジョギング
● 14》エアロピックダンス

｛5）水泳・水中運動

（6》静的レジスタンストレマニング

171動的レジスタンストレーニング

（81健康産業施設等現場実習

9．救急処置
　　　　ぞ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

i1》救急蘇生法 6．0

■．（2》外科的処置

　　　　　　　’
U》健診結果の読み方及び効果判定

i2》運動のためのメディカルチェックの重要性

19．5

●

③心電図の基礎と記録法（安詳時心電図の諌み方）

P4》．運動プログラム作1成の理論

⑤服薬者の運動プログラム作成上の注意

●

（6》生活習慣病に対する適切な運動療法（プログラム作 ■

成実習）

11．運動負荷試験 α》運動負荷試験の実際 4．5

12》運動負荷試験実習

12．運動行動変容の理論 運動行動変容の理論と実際 4．5

と実際

13，運動と心の健康増進 11》心の健康論 6．0

（2》健康づくり運動とカウンセリング
■ ③ストレスアセスメントと対処法（喫煙問題を含む・）

14，栄養摂取と運動 （1》食生活と健康運動 7．5

● ③消化と吸収の機構・栄養素の機能と代謝

③　身体活動量の定量法とその実際

｛41栄養・・食事アセスメント（低栄養対策を含む・）

計 U7，0
●

O畿創執竈繁劇終嶽・H席●

烈灘酬節烈翠鱒e縲紲塾ゆ鴇（韻探韻総齢櫨聞＋鞭）紺
4く総隈e烈脚鞠’螺鰭螺肖る蝋騨鱗e鞭駆柳翻餅k悪熱贋鮫
剛牌細酬縫細築鰓脚螂e括」い想鰓脚1輯目剛田灸蠣旺恒ゆ。欝昏
倒＋燃川副＋．抑紳e匪脚駆晦酌蟄r又レ熔理犠士凶榊的「・・管理
鮫士又は舳指導に関するr定の実務の徽を有する縦師」ぜ即e薦鰹る§蔓f保鞭
管理栄養士』刃檜ゆe慧r保健師、管理栄養士、保健指導に閲する一定の実務の経験を有する看護師」

■飼ゆ。

　　腎劉＋劉殴押巴　　　　　　　　酬継継羅窩1
　　　特定触診鰍び雑保盤導の実施に関する基準第16綿・項の規定に基づき駐労1痢大臣

　　　カオ　める　
擬蠍診査及び特定保鱗導の実施に関する基淑平威19年厚生労働省令第157号・以下」実施

基準』という。1第16条第傾の規定に基づき厚生柵大臣が定める者は詩定蘇診査薄齢の医
卿確保に関する法律（昭和57年法律第8・号・以下r法」という・）第18条第1夢に規定9る特定鱈

診査をいう．以下同じ．）の実瀧委託する場台にあっては・第・に掲げる基準補たす者とし・特定

保健騨（同項に識する犠騰鱒をレ・う．以下同じ。）の実施を委託する場都あつでま悌2

に掲げる基準を満たす者とする。

第1　特定健康診査の外部委託に関する基準

　1　人員に関する基準
　’11》特定健康診査を適切に実飽するために必要な医師、看護師等が質的及び量的に確保されてい

　　　ること．
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（2）常勤の管理者（特定難康診査を実施する施設において・特定健康診査に係る業務に付随する

　事務の管理を行う者をいう。以下この121において同じ。）が置かれていること・ただし・事務の

　管理上支障がない場合は、当該常勤の管理者は、特定健康診査を実施する施設の他の職務に斑

　事し、又は同一の敷地内にある飽の事業所、施設等における駿務に従事することができるもの

　　とする。

2　施設、設備等に関する基準

（11特定健康診査を適切に実施するために必要な施設及び設備等を有していること。

12》検査や診察を行う際に、受診者のプライバシーが十分に保護される施設及び設瀟等が確保さ

　　れていること。

13｝救急時における応急処置のための体制が整っていること・

　㈲　健康塔進法（平成M年法律第103号）第25条に規定する受監呉錘の防止措置が講じられてい

　　ること（医療機関においては、患者の特性に配慮すること。）。

3　、精度管瑳に関する基準

　（コ　特定簾康診査の項目について内部精度管翌（特定健康診査を行う者が自ら行う精度管理（特

　　離離査の鞭腿正に保つこと靭う・以下同じ・）をいう・≧雌騨に行猟髄値の

　　精度が保証されていること。　　　　　　　　　’

　｛21外部請度管理（特定健康診査を行う者以外の者が行う精度管理をいう。）を定期的に受け・検

　　査値の精度が保証されていること。

　③　特定健康診査の精度管理上の問題点があった場合に、適切な対応策が講じられるよう必要な

　　体制が整備されていること。

　14）実施基準第・1条篤1項各号に掲げる項目のうち、検査の全部又は一部を外部に再委託する場

　　合には、再委託を受けた事業者においてU）から（3｝までの措置が講じられるよう適切な管理を行

　　うこと。

4　特定健康診査の結果等の情報の取扱いに関する基準　　　・　・

　（11特定錐康診査に関する記録を電磋的方法（電子的方式・礁気的方式その他人の知覚によって

　　は認議することができない方式をいう。．以下同じ。）により作成し、保険者に対して当該記録を

　　安全かつ速やかに提出すること。

　12）特定健康診査の結果の受診考への通知に関しては・当該受診者における特定健康診査の結果

　　の経年管理に資’する形式により行われるようにすること。

　（3）特定健康診査に関する記録の保存及び管理が適切になされていること・

　㈲　法第30条に規定する毬密保持義務を遵守すること。

　㈲　値人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）及びこれに基づくガイドライン等を遵

　　守すること。
　し6）保険者の委託を受けて蒋定健康診査の結果を保存する場合には・’医黛情報の安全管理（綴織

　　的、物理的・技術的・．人的な安全対策等）を徹底すること。

　（7）特定健康診査の結果の分析等を行うため、保険者の委託を受けて特定健康診査の結果に係る

　　情報を外部に提供する場合に1は、分析等に当たり必要とされる情報の範題に限って提供すると

　　　ともに、提供に当たっては、値入情報のマスキングや個人が特定できない番号の付与等により・

　　　当該偏人情報を匿名化すること．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

5　運営等に関する基準
　（1）特定健康診査の受診が容易になるよう、土日若しくは祝日又は夜間に特定健康診査を実施す

　　るなど、受診者の利便性に記重し、特定健康診査の受診率を上げるよう取り組むこと。

　（21保険者の求めに応じ、保険者が特定健康診査の実施状況を確認する上で必要な資料の提出等

　　を速やかに行うこと。
　（31特定健康診査の実施者に必要な研修牽定期的に行うこと等により・当該実施者の資責の向上

　　に努めること。

　（41特定健康診査を適切かつ謎続的に実施することができる財務基盤を有すること。　，．

　⑤　保険者から受託した業務の一部を事委託する場合には・保険者との委託契約に・再委託先と

　　の契約匡おいてこの告示で定める基準に掲げる事項を遵守することを明記すること。

16》運営についての重要額顔て次1こ掲げる事項を記した麗を定め・当該規程磯要を・保

　　険考及び告定健康診査の受診者が容易に確契できる方法（ホームページ上での掲載等）により・

　　幅広く周知すること。

　　ア　事業の目的及び運営の方針

　　イ　従業者Φ職種、算数及び職務¢内容

　　ウ　特定健康診査の実施日及び実．施時間．・

　　工　特定健康診査の内容及び価格その他の費用の題

　　オ事業の実施地域・
　　セb　緊急時における対応　　　．

　　　キ　その他運営に関する重要事項

　（7）特定健康診査の実施者に身分を証する書類を携行させ・特定健康診査の受診者等から求めら

　　　れたときは、これを提示すること。・

　　⑧　特定健康診査の実施者の清潔の保持及び健康状態について必要な管理を行うとともに・特定

　　　鰹康診査を行う施設の設備及び備品等について衛生的な管理を行うこと。

　　⑨　虚偽又は誇大な広告を行わないこと。
　　O①特定蘇診査の難者等からの苦燃こ迅麸かつ適切に対応するために・舗を受け付けるた

　　　めの窓口を設置する等の必要な措障を講じるとともに・苦情を受サ付けた場合には・当該苦情

　　　の内容等を記録すること。

　　㈹従業者及び会計に関する諸記録を整備する；と。

第2　特定保健指導の外部委託に関する基準

　1　人員に関する基準
　．ID特定保健指導の業務を統括する者（特定保健指導を実施する施設において・動機付け支援（実

　　　施基準第7条第1項に規定する動機付け支援をいう。以下同じ・）及び積極的支援（実施基準第

　　　8条第工項に規定する積極的支援奪いう．以下同じ。）の実施その侮の特定保健指導に係る業務

　　　全般を読括管理する者をいい、以下r統括者」という。）が、常動の医師、保健師又は管理栄養

　　　士であること。
　　（21常勤の管理者（特定保健指導を実施する施設において、特定保健指導に係る柔務に付随する

　　　事務の管理を行う者をいう。以下この（2》において同じ．）が置かれていること。ただし・事務の

　　　管理上支障がない場合は、当該常勤の管理者は、特定保健指導を行う施設の他の職務に従事し・

　　　又は同一の敷地内にある他の事業所、施設等における職務に鮮事することができるものとする・

　　⑥働機付け支援又は積苞的支援において、初回の面接、特定保健指導の対象者の行動目標及び

　　　行動計画の作成並びに当該行動計画の実績評価（行動計画の策定の日から6月以上経過後に行

●　う評価をいう．）を行う者は、医師｛保健師又は管理栄養士であること・
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㈲　積極的支援において、積極的支援対象者（実施基準第8条第2項に規定する積極的支援対象

　者をいう。以下同じ。）ごとに、特定保健指導支援計画の実施（特定保健指導の対象者の特定保

　健指導支援計画の作成、特定保健指導の対象者の生活習慣や行動の変化の状況の把握及びその

　評価、当該評価に基づいた特定保健指導支援計画の変更等を行うことをいう。）について統括的

　な責任を持つ医師、保健簿又は管理栄養士が決められていること。

（5》動機付け支援又は積極的支援のプログラムのうち、動機付け支援対象者（実施基準第7条第

　2項に規定する動機付け支援対象者をいう。以下同じ。）又は積極的支援対象者に対す資食生活

　に関する実践的指導は、医師、保健節、管理栄養士又は特定健康診査及び特定保健指導の実蓮

　に関する基準第7条第1項第2号及び第8条第1項第2号の規定に基づき厚生労働大臣が定め’
　る食生活の改善指導又は運動指導に関する専門的知識及び技術を有すると認められる者（宰成

　20年厚隼労働省告示第10号。以下r実践的指導実施者基準』という・）第1に議定する食生活の

　改善指導に関する専門的知識及び鼓術を有すると認められる者により提供されること。またぐ

　食生活に関する実践的指導を自ら提供する場合には、管瑳栄養士その他の食生活の改善指導に

　関する専門的知識及び技術を有すると認められる者を必要教確保していることが望ましいこ

　と。

161動機付け支援又は積極的支援のプログラムのうち、動機付け支援対象者又は積極的支援対象

　者に対する運動に関する実践的指導は、医師、保健師，管理栄養士又は実践的詣導実施者基準

　第2に規定する運動指導に関する専門的知識及び技術を有すると認められる者により提供され

　ること。また、運動に関する実践的指導を自ら提供する場合には、運動指導に関する専門的知

　識及び技術を有すると認められる者を必要数確保していることが望ましいこと。

｛7）動機付け支援又は積極的支援のプログラムの内容に応じて、事業の再委託先や他の健康増進

　施設等と必要な連携を図ること。

（8》特定保健指導実施者（実施基準第7条第1項第2号の幾定に基づき、動機付け支援対象者に

　対し、生活習慣の改善のための取組に係る動機付けに関する支援を行う者又は実施基準第8条

　第1項第12号の規定に基づき、積極的支援対象者に対し、生活習慣の改善のための取頴に資す

　　る働きかけを相当な期間継統して行う者をいう。以下同じ。）は・国・地方公共団体・医療保険

　　者、日本医師会、日本看護協会、日本栄養士会等が実施する一定の研修を修了していることが

　望ましいこと。
⑨　特定保健指導の対象者が治療中の場合には、（4》に規定する統括的な責任を持つ者が必要に応

　　じて当該対象者の主治医と連携を図ること。

2　施設、設備等に関する基準
（P　特定保健指導を適切に実施するために必要な施設及び設備等を有している●こと。

｛2）囲別支援を行う際に、対象者のプライバシーが十分に保護される施設及び設備等が確保され

　　ていること。

（3）．運動に関する実践的指導を行う場合には、救急時における応急処置のための体制が整ってい

　　ること。

㈲　健康増進法第25条に規定する受動喫煙の防止措置が講じられていること（医家楼閣において

　　は、悪者の特性に配慮すること。）。

3　特定保健指導の内容に関する基準
　U》特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準第7条第1項及び第8条第1項の規定に

　　基づき厚生労働大臣が定める特牢保健指導の実施方法（平成20年厚生労鰯省告示第9号）に準

　　拠したものであり、科学的根拠に基づくとともに、特定保健指導の対象者の特性並びに地域及

　　び職域の特性を考慮したものであること。

　12｝具体的な動機付け支援又は積極的支援のプログラム（支援のための材料・学習教材等を含む・）

　　は、保険者に提示され、保険者の了解が得られたものであること・

　｛3》最新の知見及び情報に基づいた支援のための材料、学習教材等を用いるよう取り組むこと・

　〔4》箇別支援を行う場合は、特定保健指導の対象者のプライバシーが十分に保護される場所で行

　　われること．

　（5）委託契約の薪間中に、特定保健詣導を行？た対象者から当該特定保健指導の内容について相

　　談があった場合は、雁談に応じること。

　｛6》特定保健指導の対象者のうち特定保健指導を受けなかった者又は特定保健指導を中断した者

　　に対しては、．特定保健指導の対象者本人の意思に基づいた適切かつ積極的な対応を図ること。

4　特定保健指導の記録等の摘報の取扱いに関する基準

　（11特定保健指導に関する記録を電磁的方法により作成し、保険者に対して当該記録を安全かつ

　　逮やかに提出すること．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

　（2）保険者の委託を受けて、特定保健指導に用いた詳細な質問票・アセスメント・具体的な指導

　　の内容、フォローの状況等を保存する場合には、これらを適切に保存し・管理すること。

　③　法弟30条に規定する穂密保持義務を遵守すること。

　｛4）個人情報の保護に関する法律及びこれに基づくガイドライン等を遵守すること・

　（5）’保険者の委託を受けて特定保健指導の結果を保存する場合には・医廉情報の安全管理（組織

　　的、物理的、技彬的・人的な安全対策等）を徹底すること・

　《61インターネットを利用した支援を行う場合には、医藻情報の安全管理（組織的、物理的、技

　　術的、人的な安全対策等）を徹底し、次に掲げる措置等を講じることにより・外罰への情報漏

　　銭、不正アクセス、コンピュータ・ウイルスの侵入等を防止すること。

　　ア　秘匿性の確保のための適切な暗号化、通信の起点及び終点の識別のための認証並びにり
　　　　　　　　　じ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロじ

　　　モートロダイン制限機能により安全管理を行うこと。

　　イ　インターネット上で特定保健指導の対象者が入手できる情報の性質に応じて・パスワード

　　　を複数設けること（例えば、特定健康診査の結果（労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）・
　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　じ

　　　その他の法令に基づき行われる特定健康診査に相当する健康診断を含む。この⑤において同

　　　じ．）のデータを含まないページにアクセスする場合には莫数字のパスワードとし・特定健康

　　　診査の結果のデータを含むページにアクセスする場合には本人にしか知り得ない質問形式の

　　　パスワードとすること等）。

　　ウ　インターネット上で特定健康診査の結果甲データを入手できるサービスを受けることにつ

　　　いては、必ず本人の同意を得ること。

　　工　本人の同意を得られない場合における特定健康診査の結果のデータは・インターネット上

　　　で辱定健康診査あ紬某のデータを入手できるサ吋ビスを受ける者の特定健康診査の結果の

　　　データとは別の場所に保存することとし、外部から勃理的にアクセスできないようにするこ

　　　　と。

・　171特定保健指導の結果の分析等を行うため、保険者の委託を受けて特定保健指導の結果に係る

　　　情報を外部に提供する婆合には、分析等に当たり必要とされる情報の範囲に限って提供すると

　　　ともに、提供に当たっては、個人構軽のマスキングや個人が特定できない番号の付与等により・

　　　　　　　ず　　
　　　当該個人情報を匿名化すること。
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5　運営等に関する基準
U）特定保健潜導の利用が容易になるよう、土日若しくは祝日又は蛮間に特定保健指導を実施す

　　るなど、利用者の利便性に配慮し、特定保健指導の実施率を上げるよう取り組むこと・

（2》保険者の求めに応じ，保険者が特定保健指導の実施状況を確認する上で必要な資料¢提出等

　　を遠やかに行うこと。

（3｝特定保健指導を行う際に、商品等の勧誘、販売等を行わないこと。また、特定保健指導を行

　　う地位を利馬した不当な推奨、販売（商品等を特定保健指導の対象者の誤解を招く方法で勧め

　．ること等）等を行わないこと。

　〔4｝特定保健指導実施者に必要な研修を定期的に行うこと等により、当該実施者の資質の向上に

　　努めるヒと。

　（5》特定保健指導を遽切かつ継続的に実施することができぞ財務基磐を有すること。

　（6》録険者から受託した業務の一部を再委託する場合には、保険者との委託契約に・再委託先と

　　の契約においてこの告示で定める基準に掲げる事項を遵守することを明記す為こと・

　17）運営についての憲要事項として次に謁げる事項を記した規程を定め、当該規程の桟要を、保

　　陰者及び特定保健指導の利用者が容易に確認できる方法（ホームページ上での掲載等）により・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　輻広く周知すること。

　　ア　事業の．目的及び運営の方針　　　　　　　　●　　　　’

　　イ　統括者の氏名及び職種　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

　　ウ　従業者の職種．員数及び職務の内容

　　工　特定保健指導の実施日及び実施時間

　　オ　特定保健指導の内容及び価格その他の費用の額

　　力　事業の実施地域

　　キ　緊急、時における対応

　　ク　そめ他運営に関する重要事項　’　・　　　　　　　．

　（81特定保健指導実施者に身分を証する書類を携行させ、特定保健指導の利用者等から求められ

　　たときは、これを提示すること。

　（9）特定保健措導実施者の清潔の保持及び健康状態について必要な管理を行うとともに・特定保

　　健指導を行う施設の設備及び備品等について衛生的凋管理を行うこと。

　㈹　」虚勇又は誇大な広告を行わないこと。　　　　　　　　　　　　　　　’

　ω　特定保養指導の利屠者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるた

　　めの窓口を設置する等の必要な措置を講じるとともに、苦情を受け付けた場台には・当該苦情

　　の内容等を記録するヒと。　’　　　　　　　　　　　　　　　　」

　側　従業者及び会計に関する諸記録を整備すること。　　　　　　　”　　．

　⑬　保険者から受託した業務の一部を真姿托する場合には、以下の事項を遵守すること・

　　ア　委託を受けな業務の全部スは主たる部分を再委託してはならないこと。

　　イ　保険者との委託契約に、再委託先との契約においてこの告示で定める基準に掲げる事項を

　　　遵守することを明記すること。
　　．ウ　保険者への特定保健指導の結果報告等に当たっては、再委託した分も含めて一括して行う

　　　こと。　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　・
　　工　再委託先及び再委託する業務の内容を（7｝に規定する幾程に明記するとともに、（7）に蔑寇す

　　　る蔑程の撮要にも明記すること。　・

　　オ　再委託先に対する必要かつ適切な監督を行うとともに、保険者に対し、再委託する業務の

　　　責任を負うこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

“…… …湘
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破産手続開始

次の破産事件について、以下のと：おり破産手続

を開始した。破産琳団に属する財産の所持考及び

破産者に対して債務を負担する者｝声破産者にそ

の財産を交付し、又は弁済をしてはならない。

平成19…年（フ）第1055号

　東京都東村山市久米川町1丁目51番地4

　債務者　株式会社ペストコーポレーション

　代表者代表収縮役　小梛　裕二

1　決定年月日時　平成19年12月17日午後5時

2　主文　債務者について破産手続を開始する。

3　破産管財人、弁護士　大久保康裕

4　破産債権の雇出潮問　平成20年1月18日まで

5　財産状況報告集会・一般調査・廃止意見聴

取・計算報告の期日　平成20年3月7日午前10

時30分

　　　東京地方裁判所八王子支部民事第4部

平成19年（フ〉．第237号
　岩手県大船渡市大船渡町字野々田U番地2

　債務者　有限会社三宅建羨

　代表者代表取締役　三宅　健一

1　決定年月日時平成19年12月28日午後1時30

　分

2　主文　債務者について破産手続を開始する。

3　破産管財人　弁護士　小原　恒之

4　破産債権の届出期間　平成20年1月25日まで

5　財産状況穀告集会・一般調査・廃止意見聴

　取・計算報告の期日　平成20年3月27日午後2

時30分

　　　　　　　　　盛岡地方蔵判所一関支部

平成19年（フ）第1297号
　東京都昭島市薄地町2丁目9書18号

　債務者　有限会社多摩水産

　代表者代表取締役　田中　　哲

1　決定年月日時　平、成19年12月19日午後5時

2　主文　疲務者について破産手続を開始する．

3　破産管財人　弁護士　穂積　　剛’

4　破産債権の届出期間　平成20年1月25日まで

5　財産状況報告集会・一般翁査・廃止意見聴

　取・計算報告の期日　平成20年4月21日午前10

　時

　　　　東京地方裁判所八王子支部民事第4部

平成19年．（フ）第183号
　　　　．　　　　、

1
2
・
3
4
5

三重県志摩市阿児町国府3番地

債務者　有限会社シーサイドホテル光栄館

代表者代表取締役　鈴木　せん

　決定年月日時』乎礪19年12月28日午前9時

　主文　債務者について破産手続を開始する。

　破産管財人弁護士4ヒ薗太
　確彦債権の届出期間　平成20年1月25日まで

　財産状況報告集会・一般調査・廃止意見聴

取・計算報告の期日　平成20年3月26日午前11

時

　　　　　　　　　　津地方裁判所伊勢支部

平成19年』（フ）第12’66号

　鹿児島県鹿児島市真砂町11番7号

　債務者　株式会社ペンシステム

　代表者代表取1締役　高橋欝美夫

1　決定年月日時　平成19年12月26日午後1時
2　主文彼務者について破産手続を開始する。

3　破産管財人　弁護士　桃木野　聡

4　破産債権の届出期間　平成20年1月25日まで

5　財産状況轄告集会・一般調査・廃止意見聴

　取・計算報告の期日　平成20年3月19日午前10

時30分

　　　　　鹿児島地方裁判所民事第3部破産係

平成、9年（フ）第126マ号
　旋児島県鹿児島市真砂町11番7号

　債務者　株球会社」一CAD

　代表者代表取締役　高橋詳美夫

1　決定年月目時1平成19年12月26日午後1時

2　主文　債務者にういて硫産手続を開始する。

3し破産管財人　弁護士　続木野　聡

4　破産債権の届出期間　平成20年1月25日まで

5　財産状況報告集会・一般調査・廃止意見聴

取・計算報告の期日　平成20年3月19日午前10

時30分

　　　　　鹿児島地方裁判所民事第3部破産係


